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序 に か え て

第6回身体障害者実態調査は、昭和5 5年2月15日を調'査時点として実施され、同年7月10 

0.基礎的数値を発表することができた。爾来、各方面からその詳細な分析結果を報告するように 

という強い要請を受けていたところであるが、今般ようやくまとめられたのでここに報告する。

身体障害者実態調査は一0昭和2 6年12月の第1回調查以来、5年毎に実施されてきたのである 

がゝ昭和5 0年の調査が集計不能となも・今回は』0年ぶゆの実施となった备のである。

本年は、障害者の「完全参加と平等」をテーマとする「国際障害者年」である。障害者問題の昨 

日をふりかえり、今日を見つめ、明日を考える好機であり、問題解決のための長期行動計画の策定 

が当面の課題となっている。

一方、身体障害者福祉法も制定以来3 〇年余を経て今、一つの転機にあ久 その見直しが進めら 

れている。こうした時期に身体障害者の実態が明らかにされるとの意義は極めて大きく為関係方面 

のご利用とご検討を期待したいと思う。

な扒 本調査の実施にあたっての障害者関係団体のご理解とご協力、各都道府県指定都市及び福 

祉事務所関係者のご労苦に心からの敬意と感謝の意を表したい。跤たゝこの解析に当っては、厚生大 

臣官房統計情報部社会統討課の西野謙治補佐を中心に、同社会局更生課の西沢（現環境庁）ゝ塩崎 

（現保護課）、浅野の各補佐及び河野専門官、北本、有馬ゝ塩出の各事務官が激務の寸暇をさいて 

とりくんだものであることを特記して拎きたい。

以下、調査実現までの経緯と所感を述べて序にかえることとする。

調査の経緯と若千の感想

昭和5 〇年調査が集計不能となった理由は一部の障害者団体等の反対により1〇数県で調査の実 

施が不可能となったためである。

当時、障害者団体等が調査反対の理由として掲げた事項は、概ね次の3点である。

1） 調査の目的が、障害者を家庭や地域から隔離し、施設に収容しようとするところにあること。

2） 調査用語、調査事項に障害者の人権を侵害する拎それのあるものがあること。

3） 調查の実施に関して障害者団体等に事前の協議がなかったこと。

こうした立場からの反対運動はも厚生省ゝ都道府県、福祉事務所などかなり広い範囲にわたって 

集団交渉為座りこみなどの形で展開され13都府県で集計不能とな如 全国集計も凌た不可能とな 

ったのである。

たしかに、指摘されるような誤解を生ずる部面が当時の行政をとりまく環境為方向のなかに一部 

とはいえ認められたことは否定できない。しかしながら、調査阻止という事態がうみ出した悪影響
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にはゝはか3知れないほどのものがあった。

その第一はゝ身体障害福祉施策の企画立案ゝ予算の編成にあたって4 5年調査結果に依存せざる 

を得なかった点である〇実に10年の長きにわたって古いデー冷ーによってわが国身体障害者福祉 

のあり方が左右されてきたのである。

第二には丫障害者運動への偏見と障害者問題を敬遠する風潮の醸成である。

実態調査反対運動の激しい展開の後遺症として残されたものはゝ①障害者運動は極端なもの鴛話 

しあう余地のないものゝ②障害者問題はタブーだ。ヤケドをするからそっとして診けといった「偏 

見」と「敬遠」の風潮であった。とりわけこうしたふんいきは障害者福祉行政担当者に著し〈ゝあ 

る種の「ことだかれ」主義をも生み出していたようである。

「データーのないところに計画はな <」「計画のないところに行政はない」というのがわたくし 

の信念である。昭和5 3年の春、身体障害者福祉を担当することに;なって今更のようにデーターの 

不足に驚かされた。予算;積算数値が現実ばなれしていることにもあきれた。该た一方、障害者福祉 

関係者の障害者団体ないし障害者運動に対するアレルギーの強いことにも驚いた。’

何とかしな < てはいけないという忌いに;かられながら決心したのがゝ実態調査の実施であった。 

それによって「新しいデークーを得る」とともに「障害者アレルギーの克服」をも期待したのであ 

る〇 ?

特に、昭和5 6年に国際障害者年を控えていたことも調査実施を決意する要因となった。できれば、 

この年を期して拧くれがちな身障福祉の画期的前進を図りたいと考えていたし冷国際的情報交換の 

場に1〇年前の古めかしいデーターを出す恥しさを味わいたくないという思いも強かったからであ 
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幸い、昭和5 4年度予算の中に関係者各位のご理解を得て約3,3 0 0万円の調査費を計上すること 

に成功した。大蔵省折衝の過程で「敢えて火中の栗を拾うのですか?」と理解と同情を示されたこ 

とが印象に残っている。

予算は確保したもののいよいよ調查の実施である〇

5 4年4月早々「調査原案」の作成に入り、5月中旬「全国的規模をもち、前回調查に関りのあ 

る障害者団体等」に調査素案を送付し「協力を依頼した。!〇®ftのうち6団体からは、前向きな 

ご意見とともに賛成する旨の回答を得たがー3つの障害者団体からは引き続き協議しなければ賛否 

は決められない旨の回答があり衍自治労からは障害者団体の態度をみてからという返事をもらった。

齢I。跟记112月!11^命にg|霾511回を教えい！!供

った事一項は、次のようなものであった。

（1）身体障害者福祉の理念に関すること

ア。身障者が家庭や地域で生きていける条件整備一施策の方向ゝ現状をめぐる論議

ィ。生活保障の確立を最優先と考える主張

ゥ。収容施設の意義の明確化一1部団体からは不要論が根づよく主張された〇

障害者の発生予防の意義一1部の団体からは障害者の発生予防対策 氐 障害者の存在否 

定任連なる旨の指摘があったQ

⑵ 実態調査の方法、用語に関すること

ア 障害原因からの「先天性」の削除——優性保護',精神衛生施策等に;悪用される券それがある 

からという。

11イ；人権Vプライバシーを侵すがごとき調查事項の削除一学歴ゝ収入額い婚姻歴等 1：1

眠容対策を推進す和琴即削除「「施設驭窣。麦否」：：：：：11 

ェ 調査員他計方式から自計郵送方式への切»かえ .「 ; ;;;：

⑶過去の行政方針等のあり方に関すること

ア。過去の身障行政の功罪一行政責任の追及

ィ。前回調査をめぐる追及

ウ.現行施策の不備に関する追及

ェ"行政機関、施設も医療機関等の現業活動での事例一追及一職員の言動、処遇のあり方等

15 4年12月中旬,障害者団体との協議は最終段階を迎えた。双方が前向きで誠意をもって話し 

あったこともあって漸く「全面的賛成はできないが反対はしない」「賛成はできないが、今後諸問 

題について継続協議する」といった回答が出されるに至り大勢が決した。明けて1月末、障害者団 

体の動向を見守るとしていた自治労も基本的には反対しない旨を明らかにされたのである。 

こうして、2月15日現在を調査時点とする調查は大した混乱もなく無事終了することになった 

のであるが、こうした成果を収め得た要因は次の5点に要約できそうである。

1） 誠意をもってのねばり強い話しあい

2） 身体障害者福祉を前進させなければという願望の一致

3） 障害者運動の成長一障害者の主体性の確立、よきリーダーの存在

4） マスコミの理解ある対応一調査の意義についての理解と反対運動への冷静な対応

5） 都道府県担当責任者の毅然たる対応--数県でみられた反対運動への説得と対応は見事であ

った〇. "

一 ：:;「コ:;;；；:：::::…;昭和 5 6 年 7 月「：「:一1「； ;

厚生省社会局更生課長

板!I!賢治
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〔参老〕

L日本の障害者（在宅+施設入所）

1.基本となる心身障害児者 .

（1）心身障害児者

ア 身体障害児（17オ以下）

（児童福祉法）

ィ身体障害者（18オ以上） 

（身体障害者福祉法）

ウ精神薄弱児»者

（精神薄弱者福祉法）

エ重度心身障害児

（児童福祉法）

（2）精神障害者

（精神衛生法）

2.その他難病患者等

総

.........…丨約 3 5 2万人］

... ................  2 51万6千人

................... ........ 11万1千人
（4 5年10月）

……………… 2 〇 3万人
（5 5年2月）

……………… 3 5万も 千人

（4 5年1〇月）

……………… 1万9千人
（4 9年9月）

....... °ハ…… 万人—

.............約_10 0万人］以上

計（1+ 2 ）丨約4 5 2万人」以上

瓯 世界の障害考一（国連の資料による）

1.今日、世界には、拎よそ4億5千万人の障害者がいると推定されているが、その大半は、発 

展途上国において生活している。

2.全世界の障害者

世界各国に务いて、少くとも国民の!〇人に1人は何らかの障害をもっている。

（1） 事 故（特に家庭内事故）……毎年少くとも2,0 〇 0万人が事故にあい、そのうち

万人が恒久的な機能障害をもつ。

（2） 交通事故……•毎年1,0 0 0万人が頭部外傷、脊髄損傷、切断などの大事故にあっている。

（3） 病気と栄養失調……恒久的な障害を伴う病気や栄養失調は、特に発展途上国に多く、例

えば、ハンセン氏病に1は毎年2,0 〇 〇万人が罹り、毎年2 5万人の子供がビタミン不足 

で盲目となっている。

（4） 精神病 ……10人に1人は人生のある時期精神病となっている。

⑸ 視覚障害……世界中には、1,0 0 0万人〜1,5 0 0万人

（6） 難 聴……7,0 0 0万人が聴覚障害

（7） 脳性凌ひ……1,5 〇 〇万人

（8） てんかん……1,5 〇 〇万人

（9） 脳血管障害……富める国に顕著

do）戦 傷……紛争は絶えず、悲劇は続いている。
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⑸ 補装具の所有我況と交付の希望 …73

1） 補装具の所有状況 ・………………一……•…73

□ 補装具を持っている割合はゝ視覚障害者では「眼鏡」が38.7 %ゝ「盲人安全 

つえ」34.2 %ゝ「点字器」11.0%.聴覚障害者の「補聴器」が59.0%,肢体不

自由者の「歩行補助つえ」が24.0 %. 「装具」8. 8 %〇 ………………………………73

2） 補装具の効果 ......... ........ .......... . ....... ……••…-…… .......  75

□ 補装具の所有者の60 %以上は補装具が日常生活上効果があるとし、「電動車

いす」v「歩行補助つえ」ヽ「盲人安全つえ」.「車いす」.「点字器」は効果が 

あるとするものの割合が高い。 …•…75

3） 補装具の交付の希望 .......................................................76

□ 視覚障害者で「盲人安全つえ」ヽ「眼鏡」の交付希望者はそれぞれ109,0007 

85,000人、聴覚障害者では「補聴器」を155,000人、肢体不自由者では「歩行 

補助っえ」＞ 「車いす」がそれぞれ228,000人ゝ!09,000人とヽこれらの補装

具の交付の希望が強い。  ...... ………………………7 6

（6）身体障害者用日常生活用具の所有状況と交付の希望 ……ハ……………7 9

1） 障害者用日常生活用具の所有状況と使用効果 —………79

□ 「盲人用テープレコーダー」、「盲人用時計」は視覚障害者のそれぞれ9.8%、 

10.8%が、「聴覚障害者用屋内信号灯」は聴覚障害者の3.9%が、また「肢体不

自由者用便器」は肢体不自由者の7.0%が持っている。 ………………………………7 9

2） 障害者用日常生活用具の交付の希望 ••…-…81

□ 「盲人用テープレコーダー」と「盲人用時計」は視覚障害者の20%が、、「目 

覚時計」と「屋内信号灯」は聴覚障害者の%が、「浴槽」と「便器」は肢体不

自由者の10 %が交付を希望。 ………………………………………………………………81

（7）介助の状況 ………[…ーー……………•………… —— 82

1）日常生活動作別の介助の必要度  .................................. 82

□ 一部又は全部の介助が必要な身体障害者は、「食事」は3. 3 %ゝ「排便」ーは 

11-7%. 「入浴」!9.7%. 「衣服の着脱」16.7%、「屋内移動」!0.9 %〇………82

□ 視覚障害者のほぼ10%が為また肢体不自由者の;! 〇〜27 %が生活動作に介

助が必要〇 …§2 ■

□ 「全部介助が必要」7=身体障害者は241,000A.全身体障害者の12.2 %で

あり、日常生活動作のすべてを「全部介助が必要」な身体障害者は67,000 Ao……83 

2）主な介助者........…… ........................... ..……………85

□ 主な介助者でもっとも多いのは「配偶者」でゝ各生活動作とも40 %台、っ

いで「子供」が20%.介助者の90%ちかくはこれらの家族。 ——…85

⑻ 過去了年間の受療状況 ........ ............ ........ .......…….•…………86

□ 身体障害者の73.8 %が病気のため医療機関に入。通院しており、年間の入。 

通院日数でもっとも多いのは1〜10日で30.9 %.ついで31日以上が26.3%.

内部障害者の受療日数が多い。...... 86

⑼ 身体障害者の外出 ..................   88

1） 外出の頻度 . .. ............. .……..... ..........   88

□ 「ほぼ毎日外出する」身体障害者は43.8%、「年に数回」、「全く外出しな 

い」はともに!1.4 %〇なかでも肢体不自由者は「年に数回」と「全く外出しない」

を合せて26.3%みられ、他の障害者に比べ外出の頻度が少ない。 ……………………88

2） 外出するうえで困ること•外出しない理由 . .. .............   89

□ 外出するうえで困ることは、視覚障害者では「車などに危険を感じる」が47.0

%.聴覚障害者は「人と話をすることが困難」が4 3.5%、肢体不自由者は「道路や 

駅に階段が多い」が24.7%ともっとも多い。 .......………………….-…一……89

（10）公的年金•手当及び公的扶助の受給状況 .........—...........   91

1） 公的年金の受給状況•……•…°  ........................   91

□ 年金受給者は1,365,00 0人、身体障害者の69.0%が受給。そのうち障害年金

の受給者は689,000人で34.9 %〇 ………••…91

□ 国民年金の受給者は945,000人（身体障害者の47.8 % ）、厚生年金は

234000人（11.8%）.恩給法による年金は149,000人（7. 5 % ） 〇………………9 3

2） 諸手当の受給状況ーー…………………   .......- 95

□ 身体障害者に対する諸手当の受給者は372,000人、全身体障害者の18.8 %

で、・そのうち「国の制度による手当」のみの受給者は204,000 AC 10.3 % K 

「地方公共団体の制度による手当」のみの受給者は122,000人（6.1%）、「国。

地方公共団体双方の手当」の受給者は47,000人（2.4%） …………………………95
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3 身体障害者の「現在ゝ特に必要な福祉サービス」…一………… ......   98

□ 「福祉サービス」としてもっとも要望が強いのは「所得保障の充実」で身体 

障害者の64.1%が要望ゝついで「医療費の軽減」が29.9%. F障害に適した住 

宅の確保」!9.2%, 「機能回復訓練の実施」16.4 %〇 98

第3章統計表（略）

第 1 表 身体障害者数,年齢階級。性。障害の種類（重複障害-再掲）別

第2表 身体障害者数フ年齢階級。性。障害の種類（重複障害・別掲）別

第3表 身体障害者数（延数），年齢階級。性。障害の種類（重複障害-再掲）別

第4表 身体障害者数，障害の程度。性•障害の種類（重複障害-再掲）別

第5表 身体障害者数,障害の程度。性。障害の種類（重複障害-別掲）別

第6表 身体障害者数（延数），障害の程度…性。障害の種類（重複障害-再掲）別

第7表 重複障害者数,障害の種類の組合せ。障害の程度別

第8表 身体障害者数，障害の種類（重複障害-別掲）・障害の原因。性別

第9表 身体障害者数，障害の種類（重複障害-再掲）。疾病の種類。性別

第:10表 身体障害者数，障害の種類（重複障害-別掲）。疾病の種類。性別

第:H 表 身体障害者数（延数）,障害の種類。疾病の種類。性別

第12表身体障害者数，疾病の種類•年齢階級別

第:13表 身体障害者数，障害の種類（重複障害一再掲）。障害の程度。身体障害者手帳所持

の有無別

第14表 身体障害者数，障害の種類。年齢階級・障害の程度。身体障害者手帳所持の有無別 

第15表 身体障害者数,疾病の種類。障害の程度・身体障害者手帳所持の有無別 

第16表 身体障害者数,障害の種類「障害の程度。障害の原因別

第:17表 身体障害者数,障害の種類。障害発生時の年齢階級。障害の原因別

第］8表 身体障害者数，障害の種類。障害の程度。治療訓練の有無別

「羔1赫暄害者疚肩訥植わ牟齡禧わ佔訓純あ宥靱—：」111：11;1 

第20表身体障害者数，障害の程度。年齢階級。治療訓繚の有無別

第21表 治療訓練を受けたことのある身体障害者数（延数）,障害の種類。障害の程度。治 

療訓］練を受けた場所別

第22表 身体障害者数,性。障害の種類。年齢階級。過去1年間の受療状況別

第23表 身体障害者数，性。障害の程度。年齢階級•過去1年間の受療状況別

第24表身体障害者数，障害の種類，世帯業態別

第25表 身体障害者数,障害の種類。世帯構造別

第26表身体障害者数，障害の種類。世帯類型別

第27表 身体障害者数/障害の種類。世帯主との続柄別

第28表 身体障害者数，障害の種類，障害の程度ゝ年齢階級，配偶の状況別

第29表 身体障害者数，障害の種類。世帯人員。住宅の種類別

第3 0表身体障害者数,障害の種類。年齢階級住宅の種類別

第31W 身体障害者数,障害の程度。年齡階級「住宅の種類別

〔I第iiiii表if住宅》改造注希望!ia身体障害者数も延数〉,障害②種類y複障害!!再掲〉ill改 

造希望場所別

第3 3表 住宅の改造を希望する身体障害者数（•延数），障害の種類。障害の程度。改進希望 

場所別

第3 4表 住宅の改造を希望する身体障害者数（延数儿 障害の種類。年齢階級。改造希望場

第35表 住宅の改造を希望する身体障害者数（延数），障害の程度。年齢階級。改造希望場 

・所別

第36表 身体障害者数，障害の種類。障害の程度;自動車所有の有無;運転免許証の有無; 

運転免許証の取得の希望の有無（再掲）別

・第37表 身体障害者数,障害の種類•年齢階級。運転免許証の有無;運転免許証取得希望の 

有無（再掲）別

第38表 身体障害者数，障害の程度*年齢階級•運転免許証の有無;運転免許証の取得希望 

の有無（再掲）別

第39表 就業している身体障害者数,障害の種類。障害の程度。年齢階級別

第40表 就業している身体障害者数,職業。収入金額階級。年齢階級別

第41表 就業している身体障害者数,障害の種類。就労日数階級。収入金額階級別

第42表 就労している身体障害者の平均就労日数，障害の種類。就労日数階級，収入金額階 

級別

第43表 就業している身体障害者数,性。障害の種類。職業別

第44表 就業している身体障害者数，従業上の地位。障害の種類別

第45表 就業している身体障害者の平均就労日数.障害の種類。年齢階級別 

第4 6表 就業している身体障害者の平均収入金額;障害の種類:年齡階級別 

第4 7表 就業している身体障害者の平均就労日数。障害の糧類。職業別 

第表 就業している身体障害者の平均収入金額，障害の種類。職業別 

第49表 不就業の身体障害者数，障害の種類。障害の程度，不就労の理由。性別 
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第50表身体障害者数，障害の種類•世帯人員。世帯の課稅状況別

第51表 身体障害者数,障害の種類•障害の程度。本人の課税状況別

第52表 身体障害者数,障害の種類。補装具の所有状況。身体障害者福祉法で交付されたも

の（再掲）;効果があったもの（再掲）。交付希望。補装具の種類別

第m身体障雪者数111年齣階級［補装貝©所Hiiii!身体障雪者福!〇で突付！!！imi 

（再掲）;効果があったもの（再掲）。交付希望。補装具の種類別

备"衰・ip嗨看虬H書の註®i囁Bil!肴朕出min— 

の（再掲）;効果があったもの（再掲）;交付希望。補装具の種類別

第55表身体障害者数,障害の種類。日常生活用具の所有状況;国の制度で交付ざれたもの 

（再掲）;効果があったもの（再掲）。交付希望・日常生活用具の種類別

第56表 身体障害者数，年齢階級。日常生活用具の所有状況;国の制度で交付されたもの 

（再掲）;効果があったもの（再掲）。交付希望。0常生活用具の種類別

第57表 身体障害者数,障害の程度。日常生活用具の所有状況;国の制度で交付されたもの 

（再掲）;効果があったもの（再掲）。日常生活用具の種類別

第58表 身体障害者数，障害の種類。障害の程度。日常生活動作の種類。介助の必要度別 

层"表!・屛嗨看疚PfBIfiB晁禎!！儲疥I倍書ゐ曇I希Bfliiiiffl 

必要度別

第60表 身体障害者数,日常生活動作の種類。疾病の種類。介助の必要度別

第61表 介助の必要な身体障害者数,障害の種類。主な介助者。日常生活動作の種類。介助 

の必要度別

第62表 全部介助が必要な身体障害者数,疾病の種類。年齢階級*日常生活動作の種類別

第63表 身体障害者数，障害の種類・障害の程度。外出回数別

第64表 身体障害者数（延数），障害の種類・障害の程度。外出に困ることと外出しない理

1111111111111^|||^^
第65表 身体障害者数，性。年齢階級・公的年金の受給状況。公的年金の種類別

第66表 身体障害者数，障害発生時の年齢階級・公的年金の受給状況-公的年金の種類別

第6 7表 身体障害者数,障害の種類»年齢階級。公的年金の受給状況・公的年金の種類別

第68表 身体障害者数，障害の種類・障害の程度。公的年金の受給状況。公的年金の種類別 

第6 9表 身体障害者数,世帯主から見た続柄。年齢階級。公的年金の受給状況…公的年金の 

種類別

m—lfi障害君数「障雪。绎ill障青。!年単普警!！ 

・わ,mpf嗨韵理扁あ植!1110晁矗—屛め爰胡映釜ゐ品切 

第72表 障害に起因する公的年金を受給している身体障害者数（延数）,障害の種類。年齢 

階級・公的年金の制度別

第73表 障害に起因する公的年金を受給している身体障害者数（延数），障害の種類。障害 

の程度。公的年金の制度別  _

第74表 障害以外の理由による公的年金を受給している身体障害者数（延数），障害の種類

-年齢階級。公的年金制度別

第75表 障害以外の理由による公的年金を受給している身体障害者数（延数），障害の種類

。障害の程度。公的年金の制度別

61昇1|11庫害H「直書あ站;慈;公!专当ゐ磺!ll! 

第7 7表 身体障害者数，障害の種類。障害の程度。公的手当の受給状況。公的手当の種類別 

第7 8表 国の制度による手当を受給している身体障害者数（延数），障害の種類。年齢階級

。手当の制度別

第79表 国の制度による手当を受給している身体障害者数（延数），障害の種類。障害の程 

度。手当の制度別

第80表 身体障害者数,障害の程度。被保護者-その他。障害の種類別

第81表 身体障害者数，年齢階級・被保護者-その他。障害の種類別

第82表 身体障害者数（延数）‘障害の種類。障害の程度。必要な福祉サービス別

第83表 身体障害者数（延数）,障害の種類。年齢階級。必要な福祉サービス別

第84表 身体障害者数（延数），障害の程度。年齢階級•必要な福祉サービス別

第4章用語の解説
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第1章調査の概要

1 調査の目的

この調查はゝ

©二身体障害者の障害の種類い程度及び原；因等の基礎的資料;；^^^^

◎I曲生活の状況「補装具の所持状況書各種年金の受給状況殘び住宅状況等の生活実態；®:|:|||:

③障害別ニーズ
で^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

W#}・を得ることを目的として、調查を行ったものである。

2 調査の対象及び客体

二；^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^ ̂

に掲げる障害を有する者）及びその属する世帯を対象としゝ昭和54年厚生行政基礎調查地区「

1,79 r地区（昭和50年国勢調査区の!/330 ）の身体障害者及びその属する世帯を調査の客体とし

110111®111111111111111

3 調査の時期

昭和55年2月15日現在の状況について、調査を行った。

4 調査の事項

昭和55年身体障害者実態調査。調査票（以下、調査票という〇 頁参照。）に掲げる事項である。

5 調査の方法 ^

（1）厚生省では、昭和54年厚生行政基礎調查（昭•和54年6月;!日現在で実施）で調查された身 

体障害者及びその属する世帯について身体障害者実態調査e被調查世帯名簿及び地区妾図を作成 

しゝ調查票に厚生行政基礎調査票から所定の事項を転記したうえゝこれら関係書類を都道府県。 

指定都市の民生主管部（局）長に送付して調査を依頼した。

⑵ 都道府県。指定都市の民生主管部（局）長はゝ上記の調査関係書類を該当担当地区を所管する 

福祉事務所長に配付するとともに指揮監督して調査を実施した。

⑶ 福祉事務所長は、調査員に調査関係書類を配付するとともにゝ調査票等の記入のしかたゝその 

他調查上の必要事項を調查員に説明しゝ指導監督にあたった。

⑷ 調査員は該当世帯を訪問して、調査票の記入及び郵送による返信を依頼した（郵送法による 

回収方法を採用した。）。ただし、調査事項のうち障害の種類「程度ゝ原因及び疾病名（調査票 

の問1の事項）については、医師が自ら又は、医師の意見によって調查員が記入した。

⑸ 調査票の記入は身体障害者本人が記入することを原則とした。

6 調査の機関

厚生省社会局長が大臣官房統計情報部長の協力を得て企画"立案しゝ都道府県。指定都市民生主 

管部（局）長は管下の福祉事務所長を、福祉事務所長は調査員を指揮監督して調査を行った。

7 調查票の回収状況と調査結果の推計方法

この調査はゝ標本調査法に基づく標本設計に従って全国から無作為に抽出された標本調査である 

厚生行政基礎調査によって把握された身体障害者を調査の客体としている。厚生行政基礎調査の標 

本設計は昭和50年に行った国勢調査で使用された調査区を用い、層化無作為抽出法により全国の 

調査区を抽出率1/360で抽出し、その調查区内に居住する全世帯員を調査したものである。

この調査は「5 調査の方法」で述べたようにゝ調査の客体となった身体障害者のプライバシー 

を保護すること、調査票提出の自由意思を尊重することを配慮してゝ調査票の回収は郵送法をもつ 

て行った。その回収状況は表1のとおりである。厚生行政基礎調査において身体障害者として調査 

され、この調査の客体となった身体障害者数は7,779人であったがゝこの調査が実施された時点ま 

でに死亡、転出された者ゝ調査時点長期不在であった者は合計630人であり為この調査は7,149人 

について調査した結果、回答されたものは6,807人で回収（答）率は95.2%と郵送調査としては 

極めて高い回収率であった。
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表!調査実施状況と回答（収）状況

調查実施の状況

厚生行政基礎調査による調査対象者数…………（a） 

本調査が不能のもの……………………………⑹

死亡したもの

他に転出したもの

長期間不在となっているもの

本調査が可能であったもの……….（c = a —わ） 

調查票が回収（答）されたもの……………（出 

障害の程度が1〜6級に該当するもの 

障害の程度が7級に該当するもの 

障害の程度が級外に該当するもの 

障害がないと判定されたもの 

調査票が回収（答）送れなかったもの 

調査を拒否したもの 

未回収となったもの

 --- - 

回収（答）率 （一X100 ）
c

客体数

7, 7 7 9 A

630

269
234
127

7,1 49
6,80 7
4,457

134
1,660

556
342
181
161

9 5. 2 %

上述の調査方法と回収状況を考慮して、死亡、・転出ゝ長期不在ゝ調査拒否及び未回収のものの障 

害の程度が回収（答）したもののそれと同一であったと仮定してゝ比推定法による推計方法を試み 

たものである。すなわち、全国推計値は世帯人員を補助変数とする比推定により、つぎのように算 

疋した〇

z ;ある属性をもつ世帯人員の全国推計値

Pi ； i標本地区内の世帯員総数

Z1；i標本地区内の当該属性をもつ調査対象世帯員数総数

Xi ； i標本地区内の当該属性をもつ世帯員数

Yi ； i標本地区内の当該属性をもつ回答世帯の世帯員数 

P ;昭和54年6月1日全国日本人人口（総理府統計局）

とすると、全国推計値は

2Z! 》Xi
Z = F。 ----- ° -------

另 Pi MYi

二 44 3.54。よ Xi ==1,9 7 7,00 0 人

で与えられる〇

なおゝ次章ゝ結果の概要における推計値算出にあたって推計数の1〇〇位をもまたゝ構成割合は小

数点以下2位を四捨五入してあるので、必ずしも総数と一致しないことに留意されたいQ 

また、次章の表ヽ図及び統計表の中で表章記号はぬ、下のとおり取り扱った。

計数のない場合 一

統計項目のありえない場合 〇

比率が微少（0.0 5未満）の場合 0.0

推計数が1,0 0 0未満の場合 〇
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身体瞳害者実態調査。調査票

（昭和55年2月 15日現在）

厚 生 省行政管憂庁承認第12439号
昭和55年3月15日まで

都道府県 市郡 区町村

福祖:事務所

I

続柄 年鈴 性別 身体の漳害 翳隼 火觴等

!男 
2女

12 3 4 !有

2無
1有
2無

調査員氏塔

医師氏名

（X）世帯主 01配偶者 02長子 

03その他の子04子の配艇 05孫
Go父母 0?祖父母 03兄弟
09その他の親族 !0その他

!眼

2耳。言葉

3手。足。体

4心臓。じん臓°呼吸器

」を除？7i体に障害のある2三愛士ビ111

閤1あなたの障害の遂類と..その程度は戻のいずれに該当しますか。また、障害の原因と疾病名はいずれに該当しますか。
（障害の程度は、種類ごとに該当する番号に〇印をつけ、原因と疾病名については' 障害の種類ごとに主なもの一つの番号を記入します。）

善

障 害 の 程 度 原・

因

1
障害の種類-

等「 級 そ の 他

I 17n~~~I~~S 1 2 3 4 5 8 8.不明9.級外

I
.2-聴 覚障害 2 3 4 6 8.不明9.級外 ■9®#

3.平衡機能障害 3 5 8.不明 9.級外

4.音声•言語機能譚害 3 4 8.不明 9.級外

m

5.上肢切葡 12 3 4 5 6 7 8.不明 9.級外

6. ± K機能簿害 1 2 3 4 5 6 7 3.不明 9.級外 —
7.下肢切断 1 2 3 4 5 6 7 8.み明9.級外
8.下肢機免障害 12 3 4 5 6 7 &不明9・級外

9.体幹機能障害 1 2 3 5 8.イ、明9.級外

C7

2

10.心朦機能摩窖 1 3 4 8.不闕9.級外
11.呼吸器機能障書 1 3 4 8.不明3.級外

12.じん障機能障害

?13.重複障害
1 3 4 8.不明9.級怎

T=m 4 5 6 8.不頤9.級麻

14.総.合判定 1 2 3 4 5 5 7 8.不明9.級外

問2隧害をうけたのは何歳頃のときですか。

（障害の原因）

1.交通事故
4.戦傷•戦病

111111
10.その他

2.労働災害
5.戦 災

8.その他の疾息

11.不 明

3.その他の事故

6.感染症
9.出生時の損傷

（障害の疾病名）

1. 脳 性 ヒ

3. 脊 髄 •損 傷

5. 脳 血 管 障 111
7. リ ウマ チ性疾 患

9. 内 耳. 性 疾 患

11. 水 晶 体 疾 患

13. じ ,ん 臓 疾 患

15. 呼 吸 ・器 疾 惠

17. 不 明

2. 宥髄性小 児マ ヒ

4. 進行性筋萎縮疾患

6. 骨 関節 疾 患

& 中 耳性 疾 患

10. 角 膜 疾 患

12. 網脈絡膜・ 視神経系疾患

14. 心 臟 疾 患

16. そ の 他

問4 次の手帳をお持ちですか。

（該当するものすべてに〇印をします）

1.戦傷病者手帳 2.療育手帳 3.彼爆者建康手帳 4.1~3の手帳は持っていない

問5 次の①:・から（⑤までの動作を、あなたは自分一人でできますか。 〔この場合、できる、できないの判断は現に所持している
自分一人でできない場合は、介助の程度と主な介助者を答えてください。し祷装具や自助具をつけた状態でみます〇

（各動作ごとに1〜4のいずれか一つに〇印をします。）

. （3または4に〇印をした人は、主な介助者の番号を記入します。）—

動 作. 一人でできる 時間をかければ 

で き」 る

一人では できない 主な 

介助者一部介助が必宴 全部介助が必要

® 食事をする 1 • 2 3 4
トイレが使える - 1 2 3 4

③ ・入浴をする 1 2 3 4
衣服の着脱をする 1 2 3 4 .

⑤ 家の中を移動する 1 2 3 4

（主な介助者）

2. 親1. 配 偶者

3. 子一 ・ 供 4. その他の家族

5. 觀 威 6. 家庭奉仕員

7. 隣人 =知人 8. 雇 人

9. そ の他

補？. C 3 . 4に〇印をした人のみ〕

介助をうけはじめてから現在までどれくらい経過しましたか。

匚匚］年ロコ月ぐらい ・

補2.介助に要する費用はどのように・まかなっていますヵ》

（該当するものすべてに〇印をつけ、月額は、昭和55年1月中に要した費用を記入します。）

1•無 料

r2.自費（世帯の収入を含む）で麦払っている

有 3.生活保護の障害者加算のうち他人介護料をうけている 

料 4.地方自治体からの介護手当をうけている

、5.そ の 他 .

冏6過去1年間に外出した回数はどれくらいですか。

・補1.外出するうえでこまること、及び齊出されない理由は何ですか。

（該当する主なもの五つまでに〇印をします。）

1. ほぼ毎日

2. 遇に2~ 3回

3. 月に2〜3回

4. 年に数回

5. 全くなかった

1.

5.

8.

介助者がいない 2.怪費がかかる 3.人の目が気にかかる

利用できる交通機関がない。

外出しても困ることはない

6.軍などに危険を感じる

9.外出したいとは思わない 10.

十ど万千

（・月額「i ? ］,0 0 0 円）

（月額［1；［,000円） 

（月額］丨r~,〇〇〇円） 

（月額厂;r一］,〇〇〇円）

4.人と話をすることが困難

7.道路や駅に階段が多い

その他〔 )

補2.〔外出したことのある人のみ〕

外出の目的は何でしたか。 （該当するものすべてに〇印をします。）

1.通 勤 ノ2.通 学 3.治療のための通院 4.買 物 5.訪 問 6.散 歩

7.娯楽・レクリエーシ=ン 8.サークル。仲間の集まり 9.文化活動への参加 !0.旅 行

狎.その他〔 〕

問7自動車をお持ちですか。 〔同居する世帯員が所有している自動車も含めます。〕

補2.運転免許証を今後取得したいと思いますか。

「仁思 う 2 .思わない］

一 2 1 _
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問8これまでに障害を軽くするための治療。機能回復訓縛または職業訓縛をうけたことがありますか。

1. ある

2. な い

補それはどういう機関でうけたのですか。

（該当するものすべてに〇印をします。）

1.医療機関 2.社会福祉施設 3.姦業訓練狡 4.その他

3

«

い
»
1

_1
«

心
1
*

^

問］3あなたは心身障害者扶養共済制度をご存知ですか。

1. 知っている

2. 知らない

•補あなた、またはあなたの家族は、この制度に加入していますか。

仁加入したことがある

2. 加入している

3. 加入していない

問也あなたは昭和站年1月中どのような仕事についていましたか。

問g過去］年間にかぜや腹痛などの病気のため医療機関で治療（入院.往診も含む）をうけたことがありますか。

1.全くかからなかった 2.1 ~ io a 3.11〜3 0日 4. 31日以上

1. 農業•林葉。漁業従事 、 2. 採鉱。採石従事 3. 運輪•通信従事

4. 事務 従事 5. 管理的事務従事 8〇 販売・サービス従事

7. あんま。マ、サージ。はり•きゅう従事 8. 専門的•技術的職業従事（7.を除く）

9. 製造 従事 10. その他（1〜9以外）の従事 11. 住事をしなかった

聞10あなたの住宅は次のうちいずれですか。
^1.C1~10に〇印をした人のみ〕

昭和55年1月中の働いた実日数と収入はどれくらいですが。

1.持ち家 2.公営住宅 3.公社•公.団住宅 4.給与住宅 5.民営借家 6.その他

補 あなたの住んでいる住宅で、住みやすいように改造したい場所はどこですかQ 

（該当するもの三つまでに〇印をします。）

突日数 | = 1 6 '
十万 万 千

収 入 厂 i i 1，〇 〇 〇 円

仁玄関 2..風呂
5.廊下 6.階段
9.改造の必要はない

3.トイレ

7.居室
4•台所
8.その他

補2. 〔口に〇印をした人のみ〕

仕事をしなかった理由は次のいずれですか。（該当する主なもの一つに〇印をします。）

1.重度の障害のため 2.病気のため 3.高齢のため 4.働く場がないため

5.適職がないため 6.通勤が困難なた•め 7.家事•修学に専念するため • 8.そ の 他

問わあなた自身とあなたを含む世帯の課税状況は次のいずれに該当しますか。

あなた自身の諜税状況

①所 得 税 1.課税 2.非課税

②市（区）町村民税 1.所得割を課税 2.均等割のみ課税 3.非課税

あなたを含む
③ 所 得 税 1.課税 2.非課税

世帯の諜税状況 ④ 市〔区）町村民税 1.所得割を課税 2.均等割のみ謀題 3.非課税

補3.〔障害をうける前に仕寧をしていた人のみ〕

仕事は障害をうける前と比べて、次のうちどれに該当しますか。

1. 勤務先も仕事の内容も同じ 2.勤務先は同じだが仕事の内容がかわった

3. 仕事の内容は同じだが動務先がかわった -4.勤務先も仕事の内容もかわった

5. 障害をうけてから仕事がない

問15あなたは補装具をお持ちですか。その伏況は次のいずれに該当しますか。

（①のそれぞれについて該当するものに〇印をします。）

問¢ あなたは公的年金-手当をうけていますか。うけている場合はその年額及び年金名*手当名を記入してください。

（該当するものすべてに〇印をします。年金名、手当名は該当する番号を記入します。）

年金について

1. 障害に起因する年金

2. 障箸以外の理由による年金

3. 年金は受給していない

百万+万万千 その1その2砂3その4
尊額：し］，0G0円年金名匚! ロロ 

^EZlZLZO，°°°円年金名しJ ロ ロ

（年金名）

1国民年金

3各種共済年金

5恩給法による年金

?その他の公的年金

2
4
6

厚生年金

船員保険

労災補償

|手当について」

4. 国の制度による手当

5. 地方公州^制度はる手当 

え手当は爱給していない

十万万千

年額「!1［,000円 

年額 ——::__I ,0 00 円

手当名□□口匚］4d
2特別児竜扶養手当

4児童手当

（手当名）

1福祉手当

3児童扶養手当

5原爆被爆者介護手当

6その他の公的な手当
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問］6あなたは日常生活用具をお持ちですか。その状況は次のいずれに該当しますか。

（①〜⑫のそれぞれについて該当するものに〇印をします。）.

所有の有無
国の制度で 

交付された

効 果 今後の交付希望

あ り な し 効果あり
「あまり
!効果なし 希望するi希望しない

① ・盲人用テープレ コーダ111 1 i 2 1111 3 1111 亶mみ魔m1 5 f 6 ■ 7
© T3””」暮W2 計 1 ! 2 f 3 4 ■ ； 5 - 1111 6 [ 7

" カナタイプライタ111 X : 2 ■111111111 ミ]:m・三;;:] 1111111ill! 5
しし 驕覚厚害者えサウン 卜,マスタin 1 i 2 1111 f 111111iium 1111 111111ILafllfJ
l«a 才 吕覚時 計 .1 ； 2 f 3 4 • : 5 BII
I⑥ 夕 屋内 信号 灯 1 ： 2 f 3 — 4 :■■■11111 1111ニエニ—

!■ 肢体不自由者常 浴 ffi 1! 2 3 jlUI 4 ； 5 1111
滲沸 器 1 i 2 十 3 - f 4 : 5 1111

mm
⑨ 便 器 1• ： 2 f 3 f 4 : 5 IHI

特殊便霜 1 i —1. f . / 3「 18111 111111111j|j! 5 ill__ 1__ i__ I___J
© 特殊寝台 1:2 nil 3 f 4 :'5 - ZZZZTZIZZ
電動タイプラ イタ 11 1 j 2 f 3 4 1111111111 ~~6~~~~7~~1

問］7 |この質問のみは太平洋戦争によって火傷等をうけた人におたずねします。］ 

あなたの火傷等は、何によるものですか。

L戦篦-戦病（戦闘行為に起因する）によるもの

* 2.戦 災（空襲•艦砲射撃）によるもの

問13現在のあなたにとって、特に必要な福祉サービスはどのようなことですか、、 

（五つまで選んで〇印をします。）

1. 専門的な機能回復訓練の実施

2. 病気にかかりやすいので医療費の軽滅

*3.日常生活のなかで、かなりの介助が必要なので.介助体制の充実

血能力に応じた職業訓練の実施

5. 就労がむずかしいので、働く場の確保

6. 障害に適した設備をもった住宅の確保

7. ・年金などの所得保障の充実

8. スポーツ。レクリエーション。文化活動に対する援助

9. 結婚についての相談活動

10.そ  の 他「〔具体的に）

問鸭社会に対して望むことはどのようなことですか。自由にお薯きください。

［ご協力ありがとうございました。この調査票は添付された封筒で最寄りの郵便ポストに投函してください。|
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表2 性別にみた障害の種類別身体障害者数
第2章調査結果の概要

本章はゝこの調查の結果を概観したものであるが、本書を利用されるにあたってヽつぎの点を留 

意されたい。すなわち"この調查は俞章で説明したように「18歳以上の身体障害者」を調査の対 

象としていること鮫發た"「社会福祉施設に入所している身体障害者」は調查の対象から除かれて 

いることである。したがってゝ本書に拐ける数値はすべて「18歳以上の在宅の身体障害者」にっ 

いての結果である〇

1身体隱害者の障害の現状

（1）隱害の種類

□ 全国の身体障害者（18歳以上）はN030,0 00人ゝそのうち在宅の身体障害者は

19 77,0 00 人

昭和5 5年2月現在、全国の!8歳以上の在宅の身体障害者は表2にみるように1,9 7 7,0 〇 〇入と 

推計されゝそのうち男1,13 4,0 0 〇人-、女84 3,00 0人である。このほか社会福祉施設に入所してい 

る身体障害者は表3に示すと為り約5 3,00 〇人であり、わが国の！ 8歳以上の身体障害者は両者あ 

わせて2,030,000人である。

□肢体不自由者が全身体障害者の5了％と過半数

身体障害者を障害の種類別にみると、視覚障害者は3 3 6,00 0人ゝ聴覚障害者は317,0 0 0人、肢 

体不自由者は1,12 7,0 0 0 A.内部障害者は197,0 0 〇人でありゝ肢・体不自由者は全身体障害者の 

5 ? %と過半数を占めている。また、二つ以上の障害を有する重複障害者150,0 0 0人であるが， 

障害の種類の組合せでみると表4のと矜如 「聴覚障害と肢体不自由」が59,000人で,重複障害者 

の3 9.6字ともっとも多く、ついで「視覚障害と肢体不自由」が3 5,0・〇 〇人（.2 3.1%丿ゝ「視覚 

障害と聴覚障害」2 3,0 〇 〇人（15.1%）となって存り、三種寥以上の障害を有する者は11,0 〇 〇 

人である。

HI害の 穩1類: 11111011i111011illlllll 構 成割 .合
稔数 mi!女 総数! 女•

総

千人・ 千人 千人 % %
数 1,9 7 7 1,1 3 4 843 10 0.0 10 0.0

/レ

-1 0 0.0

視 覚 障 1^11 336 153 183 1 7.0 1 3.5 21.7

11111 覚 障 im 317 184 134 1 6.0 1 6.2 1 5.8!〇
障 283 161 1 2 3 1 4.3 1 4.2 1 4.6平

壬

衡機能障害 

产!書就!缽
7

2 7
5

18
2
9

0.4
1.3

0.5
1.6

0.2
.1.1

肢・体 不自 由 1,1 2 7 699 428 5 7.0 6 1.7 5 0.8
上 肢 切 73 61 12 3.7 5.4
上 肢機 能障 害 3 34 2 13 121 1 6.9 1 8.8 1 4.4
下 肢 切 斷 48 40 8 2.4 3.5 1.0
下 肢機 能障 害 480 27 4 207 2 4.3 2 4.1 2 4.5
体 幹機 能障 害 191 111 79 9.6 9.8 9.4

内 部 障 害 1 97 98 98 1 0.0 8.7
心 

呼! 

腎

臓機能障 

吸器機能障 

臓機能障.

害 

害 

害

115
47
35

51
31
16

64
1 6
1 8

5.8
2.4
1.8

4.5
2.7
1.4

7.6
1.9
2.2

（再掲） 重複障:害 3 50 80 70 7.5 7.1 8.3

表3性◎障害の種類別にみた社会福祉施設に入所している身体障害者数

（昭和5 4年1〇月1日現在）

障害の種類 . 実
総数り丁'

1
男

攵

1 —
構 成 割

T~右J
,合

01111ilioil 5 3,2 0 6 2 7,0 4 9
1. メ、

2 6,1 5 7
紐' 败
1 〇 0.0 .

!另

1 0 0.0
女

1 0 0.0

視覚障害 8,9 8 2 3,7 9 7 5,1 8 5 1 6.9 1 4.0 1 9,3
聴覚障害 5,7 7 4 2,5 6 2 3,21 2 1 0.9 9.5 1 2.3肢体不自由 2 7,1 9 7 1 4,6 9 6 1 2,5 〇 1 5 1.1 B 4.3 4 7.9

上 肢 3,2 8 1 1,9 16 1,3 6 5 6.2 7.1 5.2下肢◎体幹 2 3,9 1 6 1 2,7 8 0 11,1 3 6 4 4.9 .4 7.2 4 2.6内部障害 14 8 6 84 5 64 1 2.8 3.1 2,5
重複障害 9,7 6 7 5,14 9 4,6 1 8 1 &4 1 9,0 1 7.7

資料:厚生省、昭和5 4年社会福祉施設調査
注り:総数には!8歳未満の者が311人含まれている。
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表5障害の種類別にみた身体障害者数の年次推移

表4 障害の組合せ別にみた重複障害者数

障害の種類 . 「釘計,Oil
千人

給：；： 15 0 1 0 0.0

m測倉陰害胃富： 2 3 1 5.1

・視覚障害と肢体不自由 3 5 2 3.1

隹^^と1密崖斗: 4 2.4

聴覚障害・と肢体不自由 5 9 3 9. 6

m佶覺偉害と冉 6 4.1

肢体不自由と内部障害 ，1-2 3. 〇

3種以上の障害 11 7. 7

□ 身体障害者は（0年間に50%増加もなかでも肢体不自由者の増加力 '著しい〇

身体障害者の実態調査は昭和2 6年よりほぼ5年ごとに実施されて存り、身体障害者数の年次推 

移をうかがうことができる。これを障害の種類別にみると、表5及び図1のと务りである。前回（昭 

和4 5年）の調查時の1,314,0 0 0人0こ比べ663,00 0人、5 0.5 %の増加となっており、障害の種 

類別にみると視覚障害者34.4%増も聴覚障害者34.9%増、肢体不自由者47.7 %増で、内部障害 

者は昭和4 5年調査時には新規に設けられ発足後間もない時期であり、またその後障害の範囲力淞 

充された結果2 9 8.5 %増とこの1〇年間にほヾ3倍増となった〇

□ 国民100©人のうち身体障害者は2 3.8 Aoしたがって勺国民仁 人に1人が身体障害者。 

身体障害者の出現率も逐年高率化の傾向。

わが国の人口1,0 〇 〇人に対する身体障害者数の年次推移をみると表5のように、前回調査時（昭 

和45年）の!7.9人から3 3.0 %増加して、2 3.8 Aとなり、これは国民4 2人に］人の割合で身 

体障害者がいることを示している。このような出現率の高率化の傾向は4 0年調査以降、5年間に 

ほぼ11%台の増加となっていることがうかがわれゝ身体障害者数の増加傾向と併わせてゝ出現率 

の高率化傾向も注目される。

年 次 総数 視覚障害 聴覚障害

数（単位

昭和2 6年 5 1 2 1 2 1 ! 〇 〇
3 〇 7 8 5 1 7 9 1 3 〇
3 5 8 2 9 2 0 2 1 4 1
4 〇 L0 4 8 2 3 4 2 0 4
4 5 1,3 I 4 2 5 0 2 3 5
5 5 1,9 7 7 3 3 6 3 1 7

構成割 合（単位;

昭和2 6年 1 〇 0.0 2 3.6 1 9.5
3 〇 1 〇 〇.〇 2 2.8 1 6.6
3 5 1 0 0.0 2 4.4 1 7.0
4 〇 1 〇 0.0 2 2.3 1 9,5
4 5 1 〇 0.0 1 9.0 1 7.9
5 5 1 〇 0.0 1 7.0 1 6.0

対前回増加割合（単位:

昭和3 〇年 1 5 3.3 1 4 7.9 1 3 0.0
3 5 1 0 5.6 11 2.9 1 0 & 5
4 〇 1 2 6.4 11 5.8 1 4 4.7
4 5 1 2 5.4 1 〇 5.8 11 5.2
5 5 1 5 0.5 1 3 4.4 1 3 4.9

肢体不自由

:千人）

2 9 1
4 7 6
4 8 6
6 10
7 6 3

14 2 7

%)

5 6.9
6 0.6
5 8.6
5 8.2
5 8.1
5 7.0

1 6 3.6
1 0 2.1
1 2 5.5
1 2 5.1
1 4 7.7

内部障害

6 6
111ii

5.0
1 0.0

2 9 8.5

（再掲） 

重複障害

4 4
2 1 5
1 2 1
15 0

5.3
2 0.5

9.2
7.6

4 8 8.6
5 6.3

1 2 4. 〇

表6人□千人対身体障害者数の年次推移

年 次

身体障害者数 人口千対身体障害者数2）
推計数 河前同

増加割合
推計数 対前回

増加割合

昭和2 6年り

3 〇

3 5
4 〇

4 5
5 5

千人 ％

5 1 2 •
7 8 5 1 5 3. 3
8 2 9 1 〇 5. (5

1，0 4 8 1 2 6. 4
1，3 1 4 I 2 5. 4
1，9 7 7 1 5 0. 5

人 ％

6.1
1 4.5 2 3 7. 7
1 3-9 9 5. 9
1 6. 0 11 5.1
1 7.9 111.0
2 3.8 1 3 3. 0

注1）:昭和2 6年の数値は!8歳未満の者を含む。

2）:人口千対身体障害数算出の基礎人口は、総理府統計局の「推計人口」 

及び「国勢調查」に存けるつぎの調査時の18歳以上の日本人人口を 

用いた〇

昭和2 6年一昭和2 6年10月2日現在の推計人口 

昭和3 0年、3 5年、4 0年、4 5年——各国勢調査の人口 

昭和5 5年——昭和5 4年10月1日現在の推計人口
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⑵障害の程度

図1障害の種類別にみた身体障害者数の年次推移

05/ゝ）

200——

(

身

体

障

害

者

数
)

150一
1

視
覚
障
害 

聴
覚
障
害
」

I

100——

50--------

〇

30

（昭和◎ ©年）

35

注:5 〇年は7伸び率=

40

5 5年

50

4 5年に以推計である。

肢

体

不

自

由

!

障
害
BK 

「
内!I

□ 障害の程度が!級は2 935000A^ 2Btt355,00OA^10年前に比べ重度化の傾向。，

身体障害者の障害の程度について為身体障害者福祉法施行規則別表⑸に準拠した等級別にみると  ゝ

表7のと务.りである。障害の程度でもっとも多いのは4級で381,000人であるがゝ い2級の重い 

障害を有する障窘者はあわせて6 4 8,00 0人、全身体障害者の32.8 %で「前回調査時の3 4 9,0 〇 〇 

人に対して2倍と大幅な増加を示して狰呂、 障害の程度の重度化の傾向が認められる。

を輕 社会福祉施設に入所している身体障害者の障害の程度別状況は表8のとありであるQ

表! 障害の程度別身体障害者数と構成割合

障害の程度

推 計 数 構成割合

昭和5 5年 昭和4 5年
対前回 

増加割合
昭和5 5年 昭和4 5年

総 数

!級

2 級

3 級

4 級

6 ® 
不明

千人 千人 ％

1,9 7 7 1,3 1 4 1 5 0. 5

2 9 3 1 4 2 2 0 6. 3
3 5 5 「 2 0 7 1 7 1.5

3 3 7 1 6 5 2 0 4.2
3 8 1 2 3 3 1 6 3. 5
2 6 5 2 0 0 1 3 2. 5
2 4 4 1 6 5 1 4 7.9
! 〇 1 2 0 2 5 0.0

% %
1 0 0. 0 1 0 0. 0

1 4.8 1 0.8
1 7.9 1 5.7
1 7.0 1 2. 5
1 9. 3 1 7. 8
1 3.4 1 5. 3
1 2. 4 1 2.5

5.1 1 5.4

表8 障害の程度別にみた社会福祉施 

設に入所している身体障害者数

資料:厚生省「社会福祉施設調査（昭和5 4年）」

障害の程度 人 員 構成割合

人 %
総 数 5 3, 2 0 6 1 0 0. 0

. !級 1 6, 5 8 5 3 1.2
2 級 1 9, 2 0 5 3 6.1
3 級 7, 6 4 7 1 4.4
4 級 4, 3 11 8.1
5 級 2, 7 5 1 5.1
6 級 2, 7 0 7 5.1
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図2 障害の種類別にみた障害の程度別構成割合

□ 視覚障害者ゝ童複障害者のほぼ半数は!〇 2級の重度障害者Q

障害の種類別に障害の程度をみると、表9及び図2のとありである。!〇2級者をみると視覚障 

害者では18 0,00 0人（5 3.8%）、聴覚障害者8&〇〇 〇人（2 7.9%）、肢,体不自由者341,0 0 0 

A （3 0.3 %）ゝ内部障害者3 8,0 0 〇人（19.3%）ヽ重複障害者では7 3,00 〇人（48.8%）となっ 

て為り、視覚障害者及び重複障害者に重度の障害をもつものが多い。

表g障害の種類別にみた障害の躍度別身体障害者数

：障書!!程侵：j 総 B1 ・扁覺障青： |||B|||ji||| 内部障害

推計数（単位：千人）

総 数 1,9 7 7 3 3 6 3 1 7 1,1 2 7 1 9 7 1 5 〇

!級 2 9 3 1 2 8 〇 1 2 7 3 8 3 9

2級 3 5 5 5 2 8 8 2 1 4 〇 3 4

3級 3 3 7 2 9 7 1 1 9 6 4 〇 2 9

4-級 3 8 1 2 9 .4 7 2 3 0 7 5 2 6

5級 2 6 5 2 8 4 2 3 3 一 11

6級 2 4 4 5 1 9 4 9 9 5

不明 1 〇 1 1 8 1 2 2 8 4 3 6

構成割合（単位：％）

総 数 ! 〇 0.0 1 0 0. 0 1 0 0. 0 1 0 0. 〇 1 0 0. 0 1 0 0.0

!級 1 4.8 3 8. 2 〇.1 11.3 1 9.1 2 6.0

2 級 1 7.9 1 5. 6 2 7.8 1 9.0 〇. 2 2 2.8

3 級 1 7.0 8.6 2 2. 5 1 7. 4 2 0. 5 i 9.2

1 9. 3 8.7 1 4. 8 2 0.4 3 8.1 1 7.2

5級 1 3.4 8.3 1.4 2 0.7 7. 4

6級 1 2.4 1 5. 3 2 9. 5 & 8 一 3. 3

不明 5.1 5. 3 3. 8 2. 5 2 2.1 4.1

総;お

II覚!*晋 

«聡覚障雪 

11111ii 

內部障害』

重複障害

50〇

100(%)
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⑶年齢

□ 60歳以上の身体障害者は1067,00 0541%<\身体障害者全体の年齢構成の高齡化 

が進む。

年爺階級別の分布をみると表及び表!1に示すように、6 〇歳以上の身体障害者は1,〇も7,〇°° 

人に歿んで参り' 全身体障害者の5 4.1%と過半数を占めている。人口!,0 〇 〇人に対する身体障害 

者の割合をみるとゝ全体では2 3.7 9人であるがヽ6 〇 - 6 4歳では5 5.8 3 6 5 - 6 9歳6 &7冬

7 〇畿以上8 7.5 4となっておゆ、高齢になるほど高い割合とをっている。年齢階級別の分布を前回 

調査時と較べると図3にみるまうに、4 0歳代玄では増減がほとんどみられないが、50歳以上 

の年齢階層の増加が著しく、殊に6 0歳以上では前回調査時（59 5,000人）に対し8 〇 %増と急、 

激な増加を示して务り、身体障害者全体の年齢構成の高齢化が進んでいることをものがなっている。

表!〇年齡階級別にみた性別身体障害者数

年齢階級

総 数

18-19 歳
2 0-29
3 〇〜3 9
4 0-49
5 0-59
6 0-64
6 5-69

7 〇-

総 数

18-19 歳
2 〇 〜2 9
3 0-39
4 0 ~ 4 9
5 0—59
6 0 6 4
6 5-69

7 0-

昭和5 5年 昭和4 5年

1111111 女 総数 lllilil 女

推計数 （単位:千人）

1,9 7 7 1,1 3 4 8 4 3 1,3 1 4 7 8 5 5 2 9

11 7 . 4 1 3 7 '7

8 6 5 5 3 〇 9 7 5 7 4 〇

13 5 8 〇 5 5 1 2 7 8 〇 4 7
2 6 0 1 5 9 10 2 2 0 9 1 3 3 7 7
4 17 2 5 1 16 7 2 7 4 1 7 6 9 8
2 4 0 14 6 9 4 15 2 9 5 5 6
2 6 8 1 6 3 10 6 1 6 7 9 7 7 〇

5 5 8 2 7 3 2 8 5 2 7 5 1 4 1 13 4

構成割合 （単位：％ ）

! 〇 0.0 1 〇 0.0 ! 〇 0.0 1 〇 0.0 1 〇 0.0 1 〇 0.0

0.6 0.6 0.5 1.0 0.8 1.3
4.3 4.9 3.6 7.3 7.2 7.6
6.8 7.0 6.6 9.6 1 0.2 8.8

1 3.2 1 4.0 1 2.0 1 5.9 1 6.9 1 4.5
2 1.1 2 2.1 1 9.8 2 0.9 2 2.4 1 8.5
1 2.2 .1 2.9 112 11.5 1 2.1 1 0.6
1 3.6 1 4.4 1 2.5 1 2.7 1 2.3 1 3.3
2 8.2 2 4.1 3 3.8 - 2 0.9 1 7.9 2 5.4

50-
』

30~
20~ 

(

身

体

障

害

者

数
)

表!!年齡階級別にみた人口 

千人当り身体障害者数

—__^^一 （人）

年齢階級 昭和5 5 ¥ 昭和4 5器

総 数 2 3.7 9 1 9.7 〇

1 8 1 9歳 3. 5 1 3. 2 9
2 〇 2 9 ■ 4.9 4 4.9 3
3 〇 3 9 6.9 6 7.7 4
4 〇 〜 4 9 1 6.0 3 1 5. 8 4
5 〇 5 9 3 3. 6 9 2 9.7 4
6 〇 6 4 5 5. 8 3 4 〇. 8 7
6 5 6 9 6 8.7 4 5 6.2 〇

7 〇 〜 8 7. 5 4 6 3. 6 3

図3年齡階級別にみた身体障害者数の分布

昭
和

55
年
— 

昭
和

45
年

—

18 79 2〇〜29 3〇〜39 4〇〜49 7 0以上
（年齢階級…歳）
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⑷ 障害の原因と障害の発生時期

□障害の原因は『事故』によるもの246 %.『疾病』による遙の$3恳％。

身体障害者の障害の原因をみると表12のと务りゝ「事故」によるものが2 4.6 %.「疾病」に丈 

るものが6 3.8 %.原因が「不詳」のものは1L6 %となっている。「事故」のうちでもっとも多い 

ものは「労働災害」によるものであ0、「疾病」のうちでは「感染症」ヽ「中毒性疾患」以タめ「そ 

の他の疾•患」となっている。これを前回調査時と比べると「事故」飞「疾病」の割合にほとんど差 

は認められないが、対前回増加割合でみると「事故」では「交通事故」ゝ「労働災害」によるもの 

の増加割合が高く、また「疾病」では「感染症」が減少する一方、「出生時の損傷我その他」が高 

い塔加割合を示している〇

障害の種類別に障害の原因をみると表;13のと务りである。各障害の種類を通じて「その他の疾 

患」がもっとも多いが、肢体不自由者では「労働災害」をはじめとする「事故」によるものが・他 

の障害者より多いことが目立つ。

つぎに障害が何歳に発生したかを、障害の原因別にみよう。表14に示すように、3歳该での乳 

幼児期は「感染症」及び「出生時の損傷」が、13-3 9蔻では「交通事故」及び「労働災害」が、 

4 〇歳以上では「その他の疾患」がそれぞれ他の原因に比較して多い°玄た、障害の種類別に障害 

の発生時期をみると表15のと券り、視覚障害者及び聴覚障害者は12歳以下の乳幼児期及び少年 

期に、肢体不自由者は18歳〜6 4歳の青も壮年期に、内部障害者は4 〇歳以降の壮年期に発生し 

た割合が高い。

1

表? 2 身体障害の原因別にみた身体障害者数

推 計

昭和5 5年 昭和4 5年

千人 千ノゝ

総 数 1,9 7 7 1,3 1 4

事 故 4 8 6 3 5 0
交通事故; 9 2 5 8
労働災害 17 7 11 7
その他の事故 11 9 1 〇 〇

戦傷病。戦災 9 7 7 5

疾 病 1,2 6 1 8 5 3
感 染 症 9 1 1 5 〇

中毒性疾患 8 7
その他の疾患 8 4 1 5 8 3
出生時の損傷 7 〇

その他1) 2 5 2
ノ

» 11 3

不 詳 2 3 0 111

数 構 成 割合

対前1

昭和5 5年 昭和4 5年

% % %
1 5 0. 5 1 0 0. 0 1 0 0. 〇

1 3 8. 9 2 4. 6 ■ 2 6. 6
1 5 8. 6 4.7 4.4

.-1 5 1.3 9.0 8. 9
11 9.0 6.0 7. 6
12 9.3. 4.9 5. 7

1 4 7. 8 6 3. 8 6 4. 9
6 0.7 4. 6 11-4

11 4. 3 0.4 〇. 5
1 4 4.3 4 2. 5 4 4. 4

2 8 5.0
3.5 *

1 2.8
» 8.6

2 0 7.2 11.6 8. 5

注1)昭和5 5年の調査の「その他」任は先天性障害を含む。
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表第芻障害の種類別にみた傷害の原因別構成割合 表15 障害の種類別にみた障害の癸生時の年齡階級別分奇

(%)

傷害の原因 総数 ・視覚障害
陰害: 肢体不自由 内部障害

（別掲） 

重複障害

総 数・ 10 0.0 1 0 0.0 10 0.0 10 0.0 1 0 0.0 1 〇 0.0

事 故 2 4.6 1 4.5 1 L3 3 6.1 4.8 1 0.7

交通事故 4.7 1.3 1.0 7.4 [IlllllllllJfJIIII 3.8

労働災害 9.0 4.1 2.9 1 3.8 2.7 3.0

その他の事故 6.0 5.5 2.9 8.5 0.5 2.1

4.9 3.5 4.3 6.5 1.7 1.8

疾 病1 6 3.8 6 8.6- 6 5.0 5 9.0 7 4.2 7 3.4

感染症 4.6 3.0 3.0 5.1 7:0 4.4

中毒性疾患 0.4 0.5 1.0 0.2 !11111111111 0.9

その他の疾患 4 2.5 4 5.7 3 3.3 4 2.2 4 9.0 4 7.9

出生時の損傷 3.5 3.5 5.4 3.4 1.9 3.3

そ の 他 1 2.8 16.0 2 2.3 8.2 16.2 16.9

不 詳 11.6 1 6.9 2 3.8 4.8 21.0 16.0

〔％）

総数 1 〇〜3歳 4〜12 13 — 17 1 8~3 9 4 〇〜6 4 6 5M h |不詳

総 数 1 0 0.0 1 2.4 7.2 3.2 2 3.2 3 3.9 ，1 4.7 5.5
1 0 0.0 1 2.4 11.1 4.1 1 9.4 3 0.4 1 5.5 7.3
1 0 0.0 1 7.5 9.5 1.8 14.1 2 8.3 1 9.4 9.4

肢体不自由 1 0 0.0 1 2.7 6.3 3.5 2 7.0 3 3.7 1 3.4 3.5
内部障害 1 0 0.0 2.7 2.7 2.7 2 2.3 4 9.8 1 2.6 7.2

(%)

:表!4 障害の原因別にみた障害の発生時の年齡階級別分硬

障害の原因 7IBOl 〇~3歳 4-1 2 1 3-17 18〜39(40-64 j 6 5以± I|不詳
-------------------- !

総 数 10 0.0 12.4 7.2 3.2 2 3.2 3 3.9 14.7 5.5

事 故 1 〇 0.0 3.9 5.0 4.6 4 9.1 3 1.0 5.2 1.2

交通事故 10 0.0 1.0 4.8 5.8 3 5.1 4 4.2 8.7 0.5

労働災害 1 0 0.0 一 5.8 5 1.6 3 8.3 2.5 1.8

その他の事故 10 0.0 1 4.9 1 5.6 5.6 2 2.7 2 9.0 1 04 1.9

戦傷病3戦災 1 0 0.0 一 0.5 1.4 9 04 7.3 0.5

疾 病 10 0.0 1 5.2 8.0 2.8 1 4.7 3 4.8 1 7.7 6.8

感染症 10 0.0 3 3.5 1 &5 3.9 2 2.8 1 7.5 1.9 3.9

中毒性疾患 10 0.0 一 2 3.5 11111^|| 3 5.3 3 5.3 5.9

その他の疾患 1 0 0.0 7.9 7.5 2.9 1 6.0 4 0.2 2 0.6 4.7

出生時の損傷 1 0 0.0 8 0.3 7.6 0.6 0.6 1.9 8.9

そ の 他 1 0 0.0 1 7.8 6.7 2.1 1 2.5 3 2.0 1 9.5 9.5

不 詳 1 〇 0.0 12.4 6.9 3.5 1 2.7 3 4.9 1 7.2 12.4

（5）障害の原因となった疾病

□障害の原因となった疾病は、視覚障害者では『網斷.絡膜-視神経系疾患』が、内韶障害者 

では*『心臓疾患』が高い割合。

身体障害の原因を疾病別にみると表16に示すと务り,全体では「脳血管障害」ゝ「骨関節疾患」 

及び「網脈絡膜。視神経系疾患」が多くみられるが、これを障害の種類別にみると視覚障害者では 

「網脈絡膜〇視神経系疾患」が3 3.9 %、聴覚障害者は「中耳性、内耳性疾患」が4 7. 2 %、肢体不自. 

由者は「脳血管疾患」が19.0 %、内部障害者では「心臓疾患」が5 3.8%と高い割合を示している。

疾病別に前回調查時と比較すると表17のとおり、肢体不自由者の障害の原因である「骨関節疾 

患」が3.1倍、「脊髄損傷」が2. 2倍、「網脈絡膜®視神経系疾患」が1.8倍と、他の疾患に比べ高 

い増加割合を示している。
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聴覚障害肢体不自由内部障害

(%)

（S）身体障害者手帳の所持の状況

疾 病 名

総
数

総数 視覚障害

マ ヒ 3.0 0.1
脳 性

脊髄性小児マヒ 2.7 0.1

脊 髄 損傷 3.3

進行性筋萎縮症 0.3

脳血管障害 11.5 0.7

骨関節疾患 9.3

リウマチ性疾息 4.7 0.1

中耳性疾患 3.7 0.5

内耳性疾患 41 0,1

角 膜 疾患 3.7 2 1.5

水晶体疾患 3.3 1 8.9

aw各膜”視ネ疾患
5.9 3 3.9

じん臓疾患 1.6 1111111

上 1110mill* 5.4 0.2

呼吸器疾患 3.4 0.1

その他の疾患 2 7.0 1 5.6

不 明 7.0 7.9

〇・〇 1 〇〇-° 10 °-°

（再掲） 

重複障害

6.2
L1
1.4

1.7 4.7
0.6 4.5
0.1 5.8

1111111111111 0.4 lilll111iillli

3.0 1 9.0 0.5 1 7.8

一 1 6.3 ― 2.7

01 8.1 0.2 3.8

2 2.0 0.1 — 2.1

2 5.2 0.1 1111111111li 5.9

0.3 0.0 一 6.8

0.3 0.0 1111111illii 7.4

0.6 0.2 一 5.9

一 11111111111111 1 6.4 0.9

「!isilliisiU 0.1 5 3.8 4.4

1.0 1.7 2 2.7 4.1

2 6.6 3 4.9 2.3 1 8.9

1 8.6 4.0 4.0 1 0.3

□ 手帳の所持者は1433?000人、全身体障害者の"巧％」視覚障害者ゝ肢棒不自由者の手 

帳を所持している割合が高い。

身体障害者福祉法にもとづく身体障害者手帳の交付を受けて所持している者はゝ表180ように 

1;4 3 3?0 0 0人ゝ全身体障害者の7 2.5 %で、所持していないものは5 4 4;0 0 0人、2 7.5 %である。 

坯!^||］|宇除^!持111|\|も||關れら|丄!お宜^^I?111握舞昇れ 

肢体不自由者78.0 %「内部障害者3 63%「童複障害者5 5.6 %でゝ視覚障害者及び肢体不自由者 

の手帳の所持している割合が高い。

身体障害者手帳を所持している割合を障害の種類別に4 5年調査時と比較してみると、図4のと 

話りである。全体では4 5年の5?® %から7 2.5 %と大幅に増加して危りゝ各障害の種類を通じて 

所持している割合が高くなっていることが認められる。

つぎに障害の程度及び、障害の原因となった疾病別にみると、"表19及び表2 0のとありである。 

障害の程度では］。2級の重度障害者は8 〇%以上の所持割合となっており、疾病別には「脳性マ 

ヒ」ゝ「脊生小児マヒ」及び「進行性筋萎縮症」は9 〇 %以上が手帳を所持し高い割合となって 

いる〇

表!? 疾病別身体障害者数の推移

推1
疾 病 名 昭和5 5年

千人

総 数 1,9 7 7

脳 性 マ ヒ 59

脊髄性小児マヒ 53

脊 髄 損 傷 66

進行性筋萎縮症 5

脳 血管 障 害 227

骨関節疾患 184

りウマチ性疾患 92

中耳性疾息 72

内耳性疾患 82

角 膜 疾 患 7 4

水晶体疾患 6 5

aw各膜ゝ視疾患 11 8
その他の疾患 880

計 数 一
構成割合

昭和4 5年
対前回 

増加割合

昭和5 5年］昭和4 5年

千人 % % %

1,3 1 4 1 5 0.5 1 0 0.0 1 0 0.0

49 1 2 0.4 3.0 3.7

39 1 3 5.9 2.7 3.0

30 2 2 0.0 3.3 2.3

5 1 0 0.0 0.3 0.4

172 1 3 2.0 11.5 1 3.1

59 3 11.9 9,3 4.5

69 1 3 3.3 4.7 5.3

67 1 0 7.5 3.7 5.1

7 〇 11 7.1 4.1 5.3

48 1 5 4.2 3.7 3.6

63 1 0 3.2 3.3 4.8

67 .1 7 6.1 5.9 5.1

57 6 1 5 2.8 4 4.5 4 3.8

表!8 障害の種類別にみた身体障害者手帳の所持の状況

障害の種類
推 計 数 構成割合

総数
手帳を持 

っている
手帳を持 

ってv、ない
総数

手帳を持 
っている

手帳を持 
っていない

千人 千人 千人 % % %
総 数 1,9 7 7 1,4 3 3 544 1 〇 0.0 7 2.5 2 7.5

視 覚 障 害 336 259 77 10 0.0 7 7.0 2 3.0

聴覚障害 317 224 9 4 10 0.0 7 0.5 2 9.5

肢体不自由 1,12 7 880 247 1 〇 0.0 7 8.0 2 2.0
上肢切断 73 69 4 10 0.0 9 3.9 6.1
上肢機能障害 3 34 259 75 10 0.0 7 7.5 2 2.5
下肢切断 48 45 3 10 0.0 9 3.6 6.4
下肢機能障害 480 371 109 1 0 0.0 7 7.4 2 2.6
体幹機能障害 191 135 56 10 0.0 7 0.7 2 9.3

内部障害 197 71 126 1 0 0.0 3 6.3 6 3.7
心臓機能障害 11 5 34 8 2 1 0 0.0 2 9.2 7 0.8
呼吸器機能障害 47 20 27 1 〇 0.0 4 1.5 5 8.5
じん臓機能障害 35 18 16 1 0 0.0 5 2.6 4 7.4

（再掲）重複障害 150 83 67 1 0 0.0 5 5.6 4 4.4
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図4 障害の種類別にみた身体障害者手帳の所持の 

割合の前回調查との比較

〔手帳を持っている〕 〔手帳を持っていないJ

表19 障害の程度別にみた身体障害者手帳の茹持の状況 

（%）

障害の程度 総 数
手帳を持つ

ている

手帳を持つ 

ていない

総 数 10 0.0 7 2.5 2 75

!級 10 0.0 8 2.0 18.0

2級 1 0 0.0 8 6.8 1 3.2

3級 1 0 0.0 7 5.1 2 4.9

4 級 1 〇 0.0 7 0.5 2 9.5

5 級 ! 〇 0.0 7 5.6 2 4.4

6級 10 0.0 6 5.7 3 4.3

不明 10 0.0 2.2 9 7.8

(%)
表2鲁 疾病の程度別にみた身体障害者手帳の所持の状況

疾 病 名 総薮 手礁を持っている
手帳を持っていない

「総：11数： 1 0 0.0 7 2.5 2 7.5
飞 !111VII：111 ! 〇 0,0 9 5. 5 4.5

脊髄性小児マヒ 1 0 0.0 9 4 2 6.8
1 0 0.0 8 8.5 11.5

進行性筋萎縮症 1 0 0.0 9 1.7 8,3
脳血管障害 1 〇 0.0 6 5. 6 3 4.4

舅:■第・ 1 0 0.0 7 9.8 2 0.2
リウマテ性疾患 _ 1 0 0.0 「5 9.1 4 0.9

881H 耳・!!性・「疾!111貳： 1 0 0.0 ' 7 9.8 '2 0.2

内 耳 性 疾 患 ! 〇 0.0 7 1.7 2 8,3
角 膜 疾 患 1 0. 0.0 8 0.7 _ 1 9.3
水 晶 体 疾 息 1 0 0.0 5 9. 6 4 0.4
網脈絡膜ゝ視神経系疾患 1 0 0.0 8 5.2 1 4.8
じ ん 臓 疾 患 1 0 0.0 5 4. 8 4 5.2

「I!い !1疾m爲1： ! 〇 0.0 3 0.3 6 9.7
呼吸器疾患 1 0 0.0 6 0.8 ，3 92
その他の疾患 1 0 0.0 7 8.3 2 1.7

「ネ!!：11 1 0 0.0 6 4. 2 「3 5. 8

¢7）治療®機能回復訓練または職業訓練の受療@受講の状況

□ 身体障害者の55も％が何らかの治療◎訓練を受けゝ殊に内部障害者、肢体不自由者に受療 

。受講者が多い〇

今までに障害の治療や機能回復訓練あるいは職業訓練などを医療機関や社会ネ畐祉施設和職業訓練 

校で受けたことがあるかどうかを、、障害の種類及び障害の程度別にみると図5のとおりである。身 

体障害者の55よ％は何らかの治療®訓|練を受けて券りゝ障害の種類別にみると内部障害者爲肢体不 

自由者の割合が高く笃聴覚障害者は44.3%と低い。障害の程度別にみると鋪重度障害者ほど治療。 

訓練を受けた者が多く、・!級では64.0%となっている。

つぎにゝどのような機関で治療や訓練を受けたかをみると、表21及ぴ表22のとおゝりでゝ全体で 

は49.8%と身体障害者の半数が「医療機関」で、「社会福祉施設」は2.8 %爲「職業訓練校」は;L6 

%に過ぎない。これを障害の種類別にみると、肢体不自由者は「社会福祉施設」を、視覚障害者で 

は「澈業訓練校（失明者熨生施設ゝ盲学校などを含む）」を利用している割合が他の障害者に比べ 

て高いことがみとめられ、障害の程度別ではヨ級の障害者の「社会福祉施設」の利用度がもっとも 

高いことがわかる。
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図5 障害の種類及び障害の程度別にみた治療•機能回復訓練

又は職業訓練を受けたことのある者の割合

表2! 障害の種類别にみた治療。機能回復訓練又は 

職業訓練をうけた機関の割合（重複回答）

〔障害の種類別〕 〔障害の程度別〕

%

■

(

訓

練

を

受

け

た

者

の

割

合)

糾
覚
害 

視
障

58.2 59.0

聴覚肢体内部 
障害ill自由II障害

数

35

〇 

〇 

〇 

〇

5 

4 

3
.
2
 

(

訓
一!
il

ll
li一

!一

i
ill

合)

7°5

47.

級 瞬 級 級- 級
・

級
一

61.4

ill

障害の種類

総 数

1^1111111 害

!〇||1!覺 障 害

肢 体 不自 由

内 部 障 害

治療・機能回復訓練などを受けた機関

医..療機 関|社会福祉施設
職業訓練校 そ の他

4 9.8 2.8 1.6' 3. 7
4 6.8 2.2 3.3 3.7
3 9. 6 2.0 0.7 3.2
5 2.0 3.5 . 1.6 4.3
5 8.3 0.5 0.2 0.3

表2 2 障害の程度別にみた治療。機能回復訓練又は 

職業訓練をうけた機関の割合 < 重複回答）

… （％ ）

Q程度
治療・機能回復訓練などを受けた機関

医療機関|
社会福祉施設 |その他

数 4 9.8 2.8 1.6 3.7
1 級 5 3. 7 3.9 3.9 5. 4
2 級 5 0.6 5. 8 2.8 5.1
3 級 4 9.9 2.9 1.4 3.4
4 級 4 8.0 2.0 0.7 2.1
5 級 4 7.1 1.7 0.5 4,2
6 級 4 5.2 0.4 0.4 2.0
不 5 9.6 0.4 2.6
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2身体障害者の日常生活
2）世帯員構成による各種類型別世帯

¢1）身体障害者の世帯

身体障害者の日常生活を観察するにあたって、まず，,日常生活を営む生活の基本的な単位であ 

る家族との関係を"身体障害者がどのような世帯に属しているかでみよう〇

1）世帯人員

□ 身悴障害者の世箒の平鈞世帯人員は3»8 7人で一般世帯の3〇30人に比べ世帯規模が大きく , 

とくに聴覚障害者の世帯は几〇7人ともっとも多い。 、

身体障害者の世帯規模を世帯人員別構成でみると表2 3のと芬り、全体では2人の世帯がもっとも 

多く 21.9 %であるが、3〜6人の世帚も全国の世帯人具別構成に比べてかなり高い割合で分布し 

て、その平均世帯人員は3.8 7人であり幕全国の一般世帯の3.3 〇人に比べ身体障害者の世帯規模 

が大きいことを示している。

障害の種類別にみると、平均世帯人員のもっとも多いのは聴覚障害者の4.0 7人で幕もっとも低 

いのは内部障害者の3.61人であるがゝ世帯人員別構成割合でみると、視覚障害诸の「1人世帯」の 

10-7 %ヽ内部障害者の「2人世帯」の2 8.6 %が他の障害者に比べ多くみられるのが注目される。

表23 障害の種類別にみた世帯人員別構成割合と 

「 ：勺世帯あたり平均世帯人員 、

注1）:厚生省「厚生行政基礎調査（昭和5 4年）」

障害の種類 jillil !人 2 人 3 人 4人 5 人 6 人 7人〜

総 数
! 〇 0.0 % 7.4% 2も9% 17.7%ゝ17.3 % 133% 1 N7% 9送%

視覚障害 10 0.0 10.7 19.2 19.7 15.2 14.5 11,8 9,0

10 0.0 7.3 2 21 10.9 18.6 X 5.4 13.7 12.0

肢体不自由 10 0.0 6.2 21.6 18.9 1 82 13.5 12.8 8.9

内部障害 1 0 0.0 8.3 2 8.6 18.0 13.3 11.9 1 2.6 7.2

全 国わ 1 〇 0.0 1 &3 16.2 17,6 2 6.2 12.3 6.4 2,9

帯
世
員1

1B
 

世

均

人

.8 
1
一

平
帯 11
li

87

7 
8

〇 

8
i

!
 

〇

6 
3

玄

□ 単独世帯は核家族世帯は4ん4%°三世代世帯は耳2却。て、全国の一般世箒に比 

べて三釁代世帯の鄭合が身体障害者の世帯は2倍。

世帚構造別分布を障害の種類及び障害の程度別にみると表2 4.表2 5のとわ#である*夫婦の 

みか夫婦とその子からなる核家族世帯は4 & 4 %ゝ三世代世帯は3 2.6 0.その他の世帯は!3.6 

%であり第全国の一般世帯に比べ親。子。孫が同居する三世代世帯の割合が高い。これを障害の種 

類別にみるとゝ聴覚障害者の三世代世帯の3 9,0 %ゝ内部障害者の夫婦のみの世帯の2 23 %が目 

立つ。なあ、 障害の程夏別にみると"各級ともほ0ま同様な分布を示している〇......................

表2 4 障害の種類别にみた身体障害者のいる

構造別世帯数の椅咸割合

  ................ ... て％）

世 帯 構 造 総 数 視覚障害 :肢?体不自由 内部障害

（%） 

全国厂

総 数 1 〇 0.0 1 〇 0.0 ! 〇 0.0 1 〇 0.0 1 〇 0.0 1 〇 0.0

単 独 担 帯 7.4 1 0.7 7.3 6.2 8,3 1 as

核 家 族 世 帯 4 6.4 3 8.7 3 8.5 4 9.7 5 3.6 6 0.1
夫婦のみの世帯 1 7.8 1 5.2 1 6.9 1 7.7 2 4.3 •1 2.4
夫婦と未婚の子のみの世帯 2 4.9 2 0.5 1 8.2 2 8.0 2 5.5 4 3.3
片親と未婚の子のみの世帯 3.7 3.0 3.4 4.1 3.8 4.4

三世代世 帯 3 2.6 3 3.3 3 9.0 3 1.2 2 8.8 1 6.1

その他の世 帯 1 3.6 1 7.3 1 5.2 1 29 9 2 5.5

注D:厚生省「厚生行政基礎調查（昭和5 4年）」
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表2 5 障害の程度別にみた身体障害者のいる世帯の世帯搆造別世帯

数の構成割合 （豹

!級 2展： 3 級 4 級 |||^ 6 級 ネm

総 数 10 0.0 10 0.0 10 0.0 1 0 0.0 10 0.0 10 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0

単 独 世 帯 7.4 7.0 7.0 6.9 8.1 6.4 8.3 8.8

核家族 世 帯 4 6.4 41.9 4 4.9 4 8.4 4 85 51.5 4 3.6 4 4.3

夫婦のみの世帯 17.8 17.2 16.4 19.2 ^16.3 19.6 1 8.3 19.3

夫婦と未婚の子のみの世帯 2 4.9 21.9 2 4.7 2 4.5 2 8.6 2 81 21.1 21.9

片親と未婚の子のみの世帯 3.7 2.7 3.7 4.6 3.6 3.8 4.2 3.1

三 世 代 世 帯 3 2.6 3 2.8 3 3.2 31.8 31.9 2 9.4 3 5.8 3 5.5

その他の世帯 13.6 18.3 14.9 13.0 / 11,5 12.7 12.3 11.4

表2 6 障害の種類別にみた身体障害者のいる世帯の世帯類型 

別世帯数の構成割合

注"厚生省「厚生行政基礎調査（昭和5 4年）」

世帯類型 総 数 視覚障害 肢体不自由 内部障害 今国。

総 数 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0. 0 1 0 0.0

高齢者世帯 1 2.6 1 4.9 1 5. 9 1 0.4 1 5. 8 6. 5

母子世帯 0.2 0.3 一 0.2 0.7 1.3

父子世帯 0.2 0.1 一 0.2 0.2 0.2

その他の世帯 8 7.1 8 4.7 8 4.1 8 9.3 8 3.3 9 2.0

S2 ! 障害の種類別にみた身体障害者のいる世帯の世帯業態別 

世帯数の構成割合

□ 高齡者世箒は烁6% °常雇者世帯は6 %と全国の一般世議よリ少なく、自営業者世帯 

（17フ％九農耕世帯（24.5%）は全国一般世帯より多い。

世帯類型別に身体障害者の世帯をみると表2 6のと拎りゝ男6 5歳以上と女6 〇歳以上者のみで 

構成するかゝ浚たはこれに;18歳未満の子が加わった世帯、いわゆる高齢者世帯は身体障害者のい 

る世帯全体の!• 2.6 %であり、障害の種類別にみると肢体不自由者（10.4%）以外の障害者は丄5 

%前後が高齢者世帯である〇

つぎに、世帯業態別にみると表2 7のようにー，身体障害者の世帯のうち常雇者の世帯3 6.6%で、 

一般世帯の割合より少〈、自営者世帯（17.7 %）,農耕世帯（2 4.5 %）は一般世帯より大きな 

割台を示している。

世 帯 業•態 

総：::：；；;m:数:: 

雇 用 者 世 帯

常 雇 者世 帯

会社»団体等の役員の世帯 

一般常雇者世帯

雇用者規模 30人未満

〃 3〇〜999人

総 数視覚障害聴覚障害肢体不自由

! 〇 0.0

3 9.5

3 6.6

1.8

3 4.8

11.7

1 3.6

内部障害

1 〇 0.0

3 7.3

1 〇 0.0 ! 〇 0.0 ! 〇 0.0

全国〇

! 〇 0.0

3 4.6

1.5

3 3.2

1 2.4

3 4.1 4 1.8 3 9.0 6 3.5
3 1.6 3 8.5 3 7.2 6 1.0

1.5 2.0 1.6 2.3
3 0.1

1 0.3

3 6.6

11.8

3 5.6

11.5

5 8.7

1 5.1

そ

〃 1000人2官公庁

臨 時雇用者世帯

日 雇雇用者世帯

自 営業者世帯

農 耕 世 帯

専 業 世 帯

兼 業 世 帯

他の の世 帯

1 3.2 1 2.7 1 4.3 11.9 2 1.3
9.6 7.5 7.0 1 0.4 1 2.2 2 2.3
1.2

1.7

1 7.7

2 4.5

7.8

1 6.7

0.9 1.1 1.3 1.3
1.7 1.4 1.9 0.9 1.2

2 1.3

.2 0.9

7.3

1 3.6

注わ：厚生省「厚生行政基礎調査（昭和5 4年）」

1 6.2 1 7.2

3 0.6

1 0.2

2.0.4

2 4.8

1 6*4

1 9.1

1 5.9

1 0.1

7.6 5.9 3.0

1 7.2 1 3.3 7.1
2 0.6 1 9.0 1 6.2 2 5.5 1 0.5
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3）世帯主からみた続柄 別にみると4 0歳未满での「有配偶」の割合が低い。

□ 世帯主は51。6%、父母1&7%、配偶者17*4%の順に多く、長子は4。2%ヽその他の子 

は 3® 〇 %〇 ・

世帚内での身体障害者の地位を世帯主との続柄別にみると 、，表2 8のと芬りである。世帯主であ 

るものは5 L6 %と全身体障害者の半数であ0ゝ世帯主の父母は;18.7认 配偶者は17. 4 %ゝ 

長子など子はあわせて7コ％である。これを障害の種類別にみると、視覚障害者及び聴覚障害者の 

2 5 %とり2は父母であ^、またゝ肢体不自由者及び内部障害者の5 3 %〜5 5 %が世帯主である 

ことがわかる〇

4）配偶の状況

□ 配偶者のいる身体障害者は65冷％、未嬉は11比％、死別©髓別などは22^6%〇 4 0歳 

未满の身体障害者の「有配偶」の割合力•低い。

身体障害者の配偶の状況をみると表2 9及び図6のと診り、.「有配偶」は6 53 %ゝ「未婚」は 

11.6 %、死別。離別などの「その他」は2 2.6%である。これを昭和5 0年の国勢調査による国 

民全体の配偶の状:況と比べてみるとゝ身体障害者の「その他」が高い割合と衣って新り、年齢階級

注:（）内は総理府統計局昭和5 0年国勢調査の全国の配偶の伏況。

図6年齢階級別にみた配偶の状況別構成割合（％）

〔有配偶〕 〔無配偶〕

注：全国は総理府統計局「昭和5 〇年国勢調査」
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□ 視覚障害者の「有se偶」.1級の重度障害者の「有®偶」の割合が低い。

障害の種類及び障害の程度別に配偶の状況をみると、表3 0、表31のと存りである。視覚障害 

者は「有配偶」の割合が5 8° 3 %ともっとも低くゝ死別・離婚などの「その他」が3 2 9 %と % 

に及んで务り注目される。巻た、障害の程度別にみるとゝ丄級の「有配偶」の割合は5 8,7%で、 

軽度になるほどこの割合は高くなっている。

5)身体障害者とその世帯の所得税及び市B!村民税の課税状況

□ 身体障害者のいる世帯の2S9%が市隣村民税・所得税とも莽課税〇身体障害者本人の課税 

状況では、市町村民税は67^1%.所得税は77.5%が弄課税。

身体障害者のいる世帯の課税状況をみると、表3 2のと券如 市町村民税が非課稅の世帯は24.6 

%ゝ均等割のみ課稅されている世帯は玄3.7%ゝ所得割を課稅されている世帯が56.6%であり" 

一方ゝ所得税をみると非謀税の世帯は4 2.1%、課稅されている世帯は5 2.3 %である。両稅の課 

鋭弑況の組み合せでみるとゝ両税とも非課稅の世帯は2 3〇9 0.課税されている世帯は5L4%で 

ある。これを全国の一般世帯と比較すると図7のようにゝ身体障害者世帯の非課稅世帯は一般世 

帚に比べて市町村民稅ゝ所得税ともその割合は約2. 5倍となっている。

つぎに身体障害者本人の課稅状況をみると表33のとあゝりである。市町村民稅が非課税のものは 

6 7.1%ゝ所得税は7 7.5 %であるが、これを障害の種類別にみると視覚障害者及び聴覚障害者は 

両枕とも非課税のものが多い〇

表3 2身体障害者のいる世帯の所得税园び市腐村民税の課税状況

市町村民稅表31 障害の程度別にみた身体障害者の配偶状況 (め

配偶の状況 総数 !級 2級 3級 4 級 5 級 6 級 不明

総 数 10 0.0 10 0.0 10 0.0 10 0.0 10 0.0 10 0.0 1 0 0.0 10 0.0

有配偶 6 5.8 5 8.7 61.9 6 5.0 6 8.6 7 2.4 7 0.6 6 4.0

未 婚 11.6 17.2 16.5 11.2 1 0.5 8.4 4.9 7.5

その他 2 2.6 2 4.1 21.6 2 3.8 2 0.9 19.2 2 4.5 2 8.5

総：］m 数

非 課 税

［均 等割 のみ
課，

稅
・所 得 割

1110 回 答

得所

紀II：*：
非課稅

1 0 0.0 4 2.1

2 4.6 2 3.9

1 3.7 11.4

5 6.6 6. 5

5.2 0.3

課:

(%)

mm

稅無回答

5 2.3 5.7

0.2 0.5

1.7 0.6

4 9.7 0.4

0.7 4.1
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図7 市腐村民税◎所得税の課税状況の身体障害者

のいる世帯と一般世帯との比較 :

a 市町村民稅

b 所得税

6）生活保護の受給状況

□ 生活保護を受けている身体障害者は98 5 000人’身体障害奢2 0人に］人が受給し、全国

.保護率の4倍強。 \ . '

生活保護法による扶助を受けている身体障害者は9 8,000人であ!K1,000人に対する受給率.

「民讒率）は4 2.4 Aでゝ全国力㈱®率ヨ久E淙と比べて約2信の傑;謹率となってい王。孫謹:率を漳 

害凑!I心340mi!覺〇〇;83

2つづ11!高い棵^^示しe“希。超藪ieiと妻31smi2嚴。惡詐奢 

ではそれぞれ6 〇 %。でありゝまた、・年齢階級別にみるとS3 6に示すように4 0歳代での保護率が 

6 4. 7 %〇ともっとも高くゝこれらの身体障害者の生活の維持が困難であることを示している。

表3 4障害の種類別にみた譏保護者数と保護率

身
体・

¥ 害 者
1）

全国
權!!裁

視覚障害 嘔 肢体不自由
（別掲） 
重複障害

：签辭靈 9 8 2 4 11 4 〇 11 11 1,4 3 3

保護率％） 4 9.4 8 3.7 3 &0 3 7.6 6 0.4 7 4.0 1 2.3

注厚生省「厚生省報告例（社会福祉関係）5 5年2月」

注!）:身体障害者のいる世帯は「無回•答」を除いた割合である。したがって表3 2とは一致しない。 

2）；一般世帯は厚生省
「昭和5 5年国民生活実態調査」

表3 5 障害の程度別にみた被保護者数と保護率

総数 !級 2級 3級 4級 5 級 6級 不 明

推計数仟人） 9 8 1 8 2 2 1 5 1 4 ! 〇 11 8

縁護率 （%〇） 4 9.4 6 0.5 6 1.3 フ 4 3.5 3 7.2 4 0.1 4 3.6 7 &9

障害の種類別にみた身体障害者本人の所得 

税«市町村民税の課税状況
(%)

表33

数総
1 〇 0.01 0 0,010 0.00.0〇1

6 6.96 3.07 2.97 5.67.16

内部障害

1 〇 0.0
課.就伏况

市町村民税

非課税 

均等割のみ 

割

9.2

2 0.0

3.7

視覚障害 聴覚障害 肢体不自由

9.2 9,7 9.1 9.5

11.4 145 2 4.2 1 9,4

3.8 2.9 3.8 4.3

表36年齢階級別にみた被保護者数と保譲率

総数 18—29 歳 30-39 4〇〜49 50 — 59 6〇〜64 65 〜69 70〜

IBfflllll||j||li|| 9 8 1 4 1 7 2 4 1 3 1 2 2 6

探護率

（%;）
4 9.4 1 3.8 3 28 6 4〇 ? 5 7.4 5 3.5 4 4.6 • 4 6.9所 得

無I 回 答

所 得 税 1 0 0^0 1 〇 0.0 1 0 0.0 1 0 0,0 1 0 0.0

非 課 稅

課 稅

無 回 答

7 7.5 8 1.4 7 4.2 7 6.6

1 8.6 9.9 1 4.3 2 2.1 1 9.4

3.9 4.6 4.3 3.7 4.1

8 5. 5

-55-
一 5 4 =



¢2）住宅の所有状況と改造の希望

1）住宅の種類別所有状況 ・・

□ 「持ち家」に居住している身体障害者は80^4%. 「借家」は!7〇49^僭家のうち「会営 

住宅」は酉花％てゝ会国の一般世蒂に比べ「持ち家」の割合が高い。

身体障害者が現在居住している住宅について「住宅の種類別にみると図8及び表3 7のと拎りで 

ある。全体では「持ち家」が8 0.4 %ゝ「借家」が17.4 %で、借家のうち「公営住宅」が4.5 %ゝ 

「民営住宅」が!•1.3 %などとなって券!^これを昭和5 3年住宅統計調查の結果と比較してみる 

と身体障害者では「持ち家」の割合が一般世帯より高くゝしたがって「借家」の各住宅の割合がい 

ずれも低くなっている。

障害の種類別にみると、・聴覚障害者及び肢体不自由者の「持ぢ家」の割合力谒 J 80%を超え 

て抄ひ、内部障害者の「公営住宅」が7.7%と高い割合を示しているが注目される。

図8 住宅の種類別構成割合の全国との比藪

を与住宅（口％）

身体障害者
その他（2.2%）

公営住宅,公社，公団住宅

（50%）

給与住宅（5.7%）

公営住宅,公社，公団住宅（7.6%）

その他（0.9%）

表3?障害の種類別にみた住宅の種類別住宅の状況 的

11101fllll 持ち家

借 家

その他 無回答
総数

Oil 

住》ぎ

公社。 ^|1|

佶な1

・唸m歡 ! 〇 0.0 8 0.4 17.4 4.5 0.5 1.1 11.3 も6 0.6

10 0.0 7 7.9 19.2 3.8 0.3 〇。5 14.5 2.1 0.8

111 10 0.0 8 5.7 11.7 3.8 0.1 0.7 7.1 1.7 0.8

肢体不自由 1 〇 0.0 8 0.7 17.3 4.3 0.6 1.3 11.1 1.4 0.6

内部障害 10 0.0 7 3.6 2 3.9 7.7 -1.1 •1.6 1 3.5 2.3 0.2

2）住宅の改造の希望

□ 改造を希望している全身体障害者は肢体不自由者がmともっと哈多く、い

2級の童度障害者の半数が改造を希望。

身体障害者が日常生活を営むうえで困難をきたさないように住みやすく家屋内を改造することを 

希望している者は4 3.1%である。これを障害の種類別にみると図9のようにゝ肢体不自由者が

4 7飞％ともっとも多く、とくに下肢切断。下肢機能障害者と体幹機能障害者がそれぞれ4 9. 7 %、

5 0.9 %と高い割合を示している。

签たゝ障害の程度別にみると図丄〇のと拎り、1-2級の重度障害者のほぼ半数が改造を希望し 

ている。 ’•

注:D全国は総理府「昭和5 3年住宅統計調查」。
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図9障害の種類別にみた住宅の改造を希望する

不明 际核閔稼溺

□ 改造を希望する場所で,もっとも多いのは「ト4レJで5么8%ヽついで「風呂」4ア扁％*

「居室」26M%など。 1 ： ,:一^ •

改造を希望する身体障害者のみについてゝ改造を希望する場所をみるとゝ表3 8のと券りである。 

全体ではゝ「トイレ」が5 2.8 %のものが希望して券0もっとも多くゝついで「風呂」が4 7.4 %ゝ

「居室」2 6.4 「台所」2 3.1%の順となっている。障害の種類別にみるとゝ肢体不自由者の 

を^^时;^^^^^^葬障害^^」イ"^^わ^^わ^^"me: 

嘶亡^^た：哒!害^^专卸^^^^》銚^^^山占*: 

示していることが注且されよう。

つぎに障害の程度別にみるとS3 9のように主として居室内で生活を余儀なくされている1。2 

汲の宣度障害者は「居室」の改造を希望する割合が高くそれぞれ3 3.9レ 2 8,4 %みられ、3 » 

4 = 5級の中度障害者では、「トイレ」ゝ「風呂」、「台所」ゝ「階段」など日常生活上必要な屋 

内の場所の改造を希望する割合が高くなっている。

表3 8 障害の種類別にみた改造場所別の改造希望者の割合

（改造希望者総数を1〇〇いした割合） （豹

障害の種類

総 数

視 覚 障 害

，肢#不自由

上肢切断。上肢機能障害

下肢切断。下肢機能障害

体幹機能障害 

mjim書

（再掲）重複障害

改 造を 希望す る 場 所

玄関 風呂 トイレ 台所 廊下 階段 居室 その他

1 4.0 4 7.4 5 2.8 2 3.1 4.7 11.8 2 6.4 9.6

1 5.8 4 1.4 5 1.6 2 6.6 4.3 1 2.2 2 7.6 1 3.2

1 8.0 3 9.6 3 8.6 2 9.0 3.9 4.7 3 3.3 1 4.5.

1 3.2 5 0.6 5 6.3 1 9.9 4.9 1 3.3 2 4.4 8.2

11.8 5 0.4 5 1.4 2 1.7 6.8 11.6^ 2 7.2 7.8

1 3.2 5 0.1 6 1.4 2 0.9 4.2 1 5.2 2 1.9 8,3

1 5.5 5 2。5 5 1.6 1 4.2 3.2 11.4 2 6.0 8,7

1 0.5 4 6.4 5 1.6 3 2.0 5.2 1 0.5 2 8,8 5.9

1 2.1 5 2.7 6 3.6 1 9.4 3.0 9.1 2 3=6 11.5
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表3 9 障害の種度別にみた改造場所別の改造希望者の割合

（改造希望者総数を1阿とした割合）— （豹

障害の程度
玄関

総 数 1 4.0

1 m紀 1 5.6

2 級 1 4.2

3 1111111 1 3.3

4 級 1 3.8

5 級 1 0.7

6 級 1 9.2

不 明 8.0

改造を希望

風呂 トイレ 台所

4 7.4 5 2.8 2 3.1

4 9.5 4 8.3 1 7.7

5 0.5 5 5.3 1 8,0

4 8,9 5 5.2 2 1.0

4 8.1 5 7.5 2 5.2

4 4.7 5 6.1 2 3.7

3 6.9 4 2.9 3 4.5

4 8.9 4 5.5 3 6.4

する 場所

廊下階段居室その他

4.7 11.8 2 6.4 9.6

5.8 9.2 3 3.9 1 0.7

4.3 11.7 2 8,4

3.8 1 3.7 2 3.2 1 0.8

3.2 1 2.9 2 4.0 11.7

6.3 1 3.4 2 2.1 6.7

3.9 8.9 2 6.1 8.4

8.0 1 2.5 2 3.9 4.5

G）自動車及び自動車運転免許証の所有状況と免許証取得の希望

1）自動車の所有状況

□ 身体障害老のいる世箒の5仁〇%が自動事を所有、肢体不自寓者の世帚では54^5%と哈っ 

とお所有割合が高く.障害の程度では3〇4 ◎ 5級の申度障害者の所有割合が高い。

身体障害者自身または身体障害者の同居家族が自動車を所有している割合は・・図11のと务0で 

ある〇・身体障害者の世帯の51.0%と半数が自動車を所有して券》ゝ障害の種類別にみると肢体不 

自由者がもっとも多く 5 4.5 %丫視覚障害者が4 2.0 %でもっとも低い。障害の程度別にみると、 

4級が5 9.3%ともっとも多くゝついで5級* 3級の順となって拎り.，中度障害者の世帯で所有割 

合が高くなっている〇

図1! 障害の種類別及び障害の程度別にみた自動車の所有者の割合

〔障害の種類別〕

総 数 ? -,〇 他.：：：：i：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：i

視覚障害 ト:：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：4 2.0 % ：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：］ 

聴覚障害 *：：：：：：：：：mtd』&?み:

肢体不自由 >•：■<：•：：：■：•：•：：：：：：：：：;：•.5_ちミ禺:«：：［：：：：:》:：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：： 

内部障害 !：：§^：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：A ?； 5 ^J：：：：：：：：：：：：：：：：：：;：：：：：：：：：：：：：：：：：l

〔障害の程度別〕

総数 !1111111—
!級 も：:：：：:：:：:：：：:：：：：：：：：：：：:：：4 8.4 % I：:：：：：：:：:：：：:：:：:：:：：：:：:：:：#

2 級 1：：：：：：：：：：：：：：：：：：£：：：：：：：:好:®整:::》f 门:》:］:芻 

凉!11111mnn
& 級!!11Bail—1
5級 陵蕊蕊闕?

6 級｝::::::::::::::::::::::::1：:欝・.空*:》:ぼ:ヨ 

不明『:：：：：•：：：：:ゝ・・・・:：：：：：：：•:・:4 7. 4切•••ゝ••ヽヽ:•・』
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2)自動車運転免許証の所持状況と運転免許証の取得の希望 表41障害の程度別にみた自動事運鬆免許証の所有状況と 

免許証取得の希望

□ 運鬆免許SEぬ所有奢は金身体障害者の 亿心％。免許証を持っていない身体隱喜者のうちゝ

7も％が免許証の取得を希璽。 ^ ^ ：

身体障害老の運転免許証を所持している割合をみると、，表4 〇-,表4 ?のと拎りである。身体障 

害者の16.2%が達耘免許証を所持して務、り、障害の種類別にみると肢体不自由者が2も3%ゝ内 

部障害者が19.1%と多く°障害の程度別にみると5級が2 8.6 %と他の級に比べて高い所持の割 

合を示しているQ

っぎ口免許証を持っていない身体障害者についてゝ免許証取得の希望があるかどうかをみるとゝ 

持っていない者のうち7. 3 %が取得を希望してめりゝこれを障害の種類別にみると肢体不自宙者で 

希望する割合がもっとも高くゝ障害の程度別にみると4級ゝ5級の身体障害者の免許の取得を希望 

するものが多い。

表4 〇 障害の種類別にみた自動車運転免許証の所有状況と

.免許証取得の希望.•

(0)

障害の種類

»菟詐証を: 

持っている

・免許証を持っていない

無回答

総 数 希
得を

望

取得を希 

望しない
無回答

総 数 1 〇 0.0 1 6.3 8 0.9 5.9 7 4.6 0.4 2.8
(1 〇 0.0) ( 7.3) (9 2,2) (0.4)

視覚障害 1 〇 0.0 2.8 9 2.9 2.9 8 9.6 0.4 4.4
(1 〇 0.0) ( 3.1) (9 6.4) (0.4)

聴覚障害 1 〇 0.0 11.2 8 6.6 5.6 8 0.7 0.3 2.2
(1 〇 0.0) ( 6.5) (9 3.2) (0.3)

肢体不自由 •1 〇 0.0 2 1.3 7 6.0 7.1 6 8.4 0.4 2.7
(1 〇 0.0) ( 9.4) (9 0.1) (0.6)

内部障害 1 〇 0.0 1 9.1 7 9.7 5.0 7 4.8 111111!111111 1.1
(! 〇 0.0) ( 6.2) (9 3.8) (-)

障害の程度 総 数
免許証を 

持っている

免許証を持 つ ていない

、汐ノ

無回答
総 数 11 得をmil 取得を希 

望しない
無 回«

総 数 ! 〇 0.0 .1.6.3 8 0.9 5 9 7 4.6 0.4 '2.8
(1 〇 0.0) ( 7.3) ( 9 2,2) ( 0.4)

1 級 1 〇 0.0 6.5 9 0.2 3.6 8 6.1 0.5 3.3
(1 〇 0.0) ( 4.0) ( 9 5.5) ( 0.5)

2 級 1 〇 0.0 7.5 8 8,6 6.1 7 1.1 0.4 3.9
(1 〇 0.0) ( 6.9) ( 9 2.5) ( 0.6)

3 級 1 〇 0.0 1 7.1 8 0.8 5.9 7 4.6 0.3 2.1
(1 〇 0.0) ( 7.3) ( 9 2.3) ( 0.3)

4 級 ! 〇 0.0 2 2.2 7 5.7 7,0 6 8.6 0.1 2.1
(1 〇 0.0) ( 9,2) ( 9 0.6) ( (:⑵

5 級 ! 〇 0.0 2 &6 6 8.7 7.7 6 0.9 0.2 2.7
(1 〇 0.0) 11.2) ( 8 8.6) ( 0.2)

6 111 1 〇 0.0 8.0 7 9.9 5.1 7 4.2 0.5 2.2
(1 〇 0.0) ! 6.4) ( 9 3.0)( 0.7)

不 明 ! 〇 0.0 1 4.5 8 2.0 5.7 7 5.4 0.9 3; 5
(! 〇 0.0)( 7.0) <r 9 2.0)( L1)
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¢4）就業状況とその収入

1）就業率

□ 就業している身体障害者は曉8,000人、就業率はる2出％。前回調查時（4苗「％ ）より

就業率が低下。 —

身体障害者の就業状況をみると表4 ヨのと為りゝ就業している者は638,00 0人でありゝ就業率は 

3 2.3 %である。前回調查時と比べると不就業者の増加率が7 9.6 %増と就業者の増加率』0.2 % 

増を大きく上回って存りゝしたがって就業率も低下している。またゝ就業率も4回の調査の中でも 

っとも低い。

就業率を性別及び年齢階級別に笃就業構造基本調查による全国一般の就業率と比較してみると、 

表4 3及び図12のと券りである。総数では、身体障害者の就業率3 2.3 %に対し全国一般のそれ 

は6 2.0 %であり、性別にみると男4 4.4 %に対して7 9.4 %ミ女15. 9 %に対し4 5. 6 %とな 

って抄0、全国値との比較でみると女の就業率が低い。つぎに年齢階級別にみると、40歳以上の 

身体障害者の就業率が全国の就業率と比べて差が大き〈みられ蓄就業の困難さを示している。

(

就

業

率)

〇

70 —

6〇-

62.0
0 〇 够 «〇 0) d a 

〇 〇

5〇 ー

3 9 S• •0 ® *• •
❷ © ® ©0 ®

40-
〇 ® s ®
9 9 s e 〇 
:筌:

30-
32.3 lif

20- ｛体］
庖卩 @.rax®

9 ® • «• . •〇 @ '

10 —
〇 e 够 @$ 0

菱4 3性別にみた就業状況別身体籌害者数园び就業率

性 就業者 不就業者 無回答 就業率

全国一般。

の就業率

総 数 19 7 7千人 6 3 8千人 13 2 〇千人 19千人 3 2.3 % 6 2.0 %

男 113 4 5 0 4 6 2 0 ! 〇 4 4.4 7 9.4

女 8 4 3 13 4 6 9 9 9 1 5.9 4 5.6

注1）:全国一般の就業率は15歳以上の就業率である〇

資料:全国一般の数値は総理府統計局「昭和5 4年就業構造基本調査」。

図12 年齡階級別にみた身体障害者の就業率と全国一般の 

就業率との比較

（わ：：：：
80 --------------------------------------------------- 79-3

一47.7

総数 3〇〜39 40-49 5〇〜59 60-64 65 以上
° 18-29

（年齢階級歳.）

注!）:全国一股の「総数」及び「18〜19」は15-1?歳が含まれている 

資料:全国一般の数値は？総理府統計局「昭和5 4年就業構造基本調查」
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□内部障害者及び視覚障害者の就業率がそれぞれ23-4%>, 26〇6%と低い。

つぎに就業率を障害の種類及び障害の程度別にみるとゝ表4 4及び表4 5のとおりゝ障害の種類 

別では内部障害者が2 3.4%ともっとも低くゝつづいて視覚障害者がヨ6.6%となっている。障害 

の程度別にみると1ゝ2級の重度障害者ではそれぞれ16.9 %ゝち3.8%と低い就業率となっている。

表4 4 障害の種類別にみた就業状況別分布 ヽ
… （％）

■IO1害9餐Bi： ：就;業・w
--中 ”・乂-亠上上;亠亠工■E

「ネお桑言!！1

総 数 1 0 0. 0 3 2. 3 6 6. 7 1.〇

1 0 0. 0 2 6. 6 7 2. 0 1.5

•聴覚障售 1 0 0. 0 3 1.6 6 & 1 〇. 3

肢体不自由 1 0 0. 0 3 5. 7 6 3. 2 •1.1

内部障害 1 0 0. 0 2 3. 4 7 5. 9 〇, 7

2）就業者の職業〜就業日数と収入

就業してしヽる身体障害者638,000人の職業や就労状況ゝ収入について調査日前の昭和5 5年1月 

中の状況でみよう〇

□ 身体障害者全体ヱは、「農◎ #级漁業従事者」と「製造工程翁事者」がともに18。7 %とも 

っとも多いが、視覚障害者では41.3 %が「あんま?マッ爹ージ。は讥 きゅう冕專者」〇

まず、職業についてみると表4 6のように、身体障害者全体では「農。林。漁業従事者」及び「 

製造工程従事者」が1& 7 %ともっとも多くゝついで「あん跤-マッサージ。はり。きゅう従事者J 

を含めた「専門的・技術的職業従事者」が17.4 %ゝ「販売。サービス従事者」14.9 %とが直い 

割合を占めている。これを障害の種類別にみるとゝ視覚障害者では「あんま。マッサージ•はり・ 

きゅう従事者」が4.1.3 %と高い割合を示しており、聴覚障害者では「専門的、技術的職業従事 

者」が14.2 %、肢体不自由者では「販売-サービス従事者」「事務従事者」がそれぞれ1%、 

13.5 %ゝ内部障害者では「販売。サービス従事者」が2 0.2 %と他の障害者に比べて高い割合と 

なっている〇
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□彳か月間（1月中）の彳人あたり平均翩日数は19^0 視覚障害者£& 5日、・聴覚障害

者18.6ヨ、肢体不自由者19M日、内部障害者17-2日で、内部障害者の就労日数が少ない。

昭和5 5年1月中の就労日数をみると表4 7のように,1〇日以下の就労日数のものが;18.3 %ゝ 

!丄〜15 Hが9. 5%ヽ16〜20日が2 6. 4%ゝ2!日以上が4 3.2 %となって拎り、その平均 

就労日数は19.0 •日である。これを障害の種類別にみると^内部障害者の2 5.0 %は10日以下の 

就労日数であ0ゝミ1日以上は2 9.8 %にすぎず、.その平均就労日数は!7.2 0と視覚障害者の 

18.5日ゝ聴覚障害者の18.6日及び肢体不自由者の19.4日に比べて低い。

表4 ? 障害の種類別にみた就労日数

総 数 10日以下 1.1〜!5 16 〜20 21日以上 不 詳
平 均

就労日数

総 数 1 〇 0.0 1 8.3 9.5 2 6.4 4 3.2 2.6 1 9.0 0

視覚障害 1 〇 0.0 2 1.9 8.5 2 3.9 4 2.8 3.0 1 8.5

打も附き 1 〇 0.0 1 8.1 1 2.4 2 8,8 3 5.4 5.3 1 8.6

肢体不自由 1 〇 0.0 1 6.7 8.5 2 6.1 4 6.8 1.9 1 9.4

内部障害 1 〇 0.0 2 5.0 1 4.4 2 8.8 2 9.8 1.9 1 7.2

□1月申の就労による平鈞月収は!06. 700円、7日平均収入は5,616 Ho視覚障害者及び 

聴覚障害者の収入が他の障害者より低い。

1・月中の就労収入をみると表4 8のと捋りである。月収3万〜7万円未満が2 3.2 %ゝ7万〜11 

万円未満が2 2.4ともっとも多く分布して、11万円未満の就労者が6 2 %に及んで;かり平均月 

収は106,700円である。障害の種類別に平均月収をみるとゝ視覚障害者が81,300円ゝ聴覚障害者が 

84,900円と両障害が低くヽ肢体不自由者は115,300円ゝ内部障害は125,80 〇円となっている。

つぎに1日あたりの収入を障害の種類と職業別にみると表4 9及び表5 〇のとおりである。障害 

の種類別にみると視覚障害者及び聴覚障害者が、職業別では「あんま。マッサージ•はサ•きゅう 

従事者」、「採鉱・採石従事者」ゝ「販売・サービス従事者」及び「農・林・漁業従事者」が低くゝ 

これらの身体障害者の労働による収入の低位性が認められる。

な:昭和5 5年:1月に务ける全国の就業状況及び収入は、労働省の「毎月勤労統計調査報告（ 

昭和5 5年!月分）」によればゝ「出勤日数」は!9.9 Q. 「現金給与総額」は197,945円であり、 

1日平均収入は9,947円となる。

表4 8 障害の種類別にみた収入階級別身体障害者数の

度数分布及び平均収入

」」み'・」・宀M“ベ」"E"X'"'」“"“*"Z"・かE'''"kべ〇'」'禅*號'E"」*'「'''"Eみか"代代X“'ベ（め

相 対度数 累績相対度数

収入階級
総数

視覚 
樣：書

111111
崖岸

破体 

不自由

内部 
岸・

U薮 視覚 
い書

0101
岸^^

肢体 

不自由

内剖

卡

総 数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 〇 〇

円
—29,999 16.5 24.2 21.8 13.9 13.1 16.5 24.2 21.8 13.9 13.1

30,00〇〜

69,999 23.2 27.4 28.2 20.3 29.3 39.6 51.6 5 0.0 34.2 42.4

70,000〜

109,999 22.4 24.7 20.9 23.0 15.2 62.0 76.3 70.9 57.2 57.6

110,000〜

149,999 11.3 9.1 12.1 11.9 8.1 73.2 85.5 83.0 69.1 65.7

150,000〜

189,999 11.1 5.9 10.2 12.8 ai 84.4 91.5 93.2 81.9 73.7

190,000〜

229,999 6.9 3.8 2.4 8.1 12.1 91.3 95.3 95.6 90.0 85.9

230,000〜

249,999 1.5 11111111 0.5 2.0 2.0 92.8 95.3 96.1 92.0 87.9

250,000 〜 7.2 4.8 3.9 8.0 12.1 100.° 100.0 100.0 100.0 100.0

平均収入金額・
（単祛=円）'106,700 81,300 84,900 115,300 125,800 - '

表4 9 障害の種類別にみた1日当り平均収入

障害の種類 平均就労日数 平均月取 1日当り平均収入

総 数 1 9.0 0 1 0 63 7 0 〇 R 5? 6 1 6 円

:mm書：
1 8,5 8 1,3 0 0 4,3 9 5

覺m春：
1 8.6 8 4? 9 0 0 4,5 6 5

肢体不自由 1 9.4 11 5,3 0 〇 5, 9 4 3
内部障・害

1 7.2 1 2 5, 8 0 〇 7,3 1 4

-68 —
一 69 —



律

3）不就業者の不就業の理由

□ 不就業の理由で电っとも多いのは「重慶の障害のため」も么4%、「高鶴のため」カ$26^2

%で2位。「適職がないため」は5=2%.『働く場がないため』は2, S % 〇

就業していない身体障害者について、不就業の理由をみると表51のと务り、「重度の障害のた 

め」が3 24 %でもっとも多く、ついで「高齢のため」2 6. 2 . 「病気のため」21.8 %とこの

三者で8 〇 %を占めているが、FS く場がない」ゝ「適職がない」及び「通勤が困難」を理由と 

するものが三者あわせて6. ：! %みられ、これらの身体障害者は就業の意思を持ちながらその機会に 

恵该れずにいゐものと考えられる。

障害の種類別にみるとゝ各障害によって不就業の理由が多少異なもゝ視覚障害者及び肢体不自由 

者では「重度の傷害のため」が、聴覚障害者では「高齢のため」がゝ浚た内部障害者では「病気の 

ため」がもっとも多い理由となっている。

つぎに、障害の程度別にみると表5 2のと拎久,1-2級の重度障害者では当然のことながら「 

重度の障害のため」がそれぞれ6 9.6 %ゝ5 3.5 %と過半数以.上みられ、3。4級の中度障害者で 

は「働く場がないため」ゝ「適職がないため」及び「通勤が困難なため」をあわせてゝそれぞれ 

10.3%、8.1%みられ、これら中度障害者の就労意欲に対応した就業の機会が少ないことを示し 

ている。

なお\性別に不就業の理由をみると図13のと拎りである。

表^障害の種類別にみた不就業の理由 S

不就業の理由 視覚障害 肢体不・自由 内部障害

; 数 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0 1 0 0.0

重度の障害のため 3 2.4 3 8.9 9.9 4 0.3 1 & 3

病気の た め 2 1.8 1 5. 8 1 5. 4 2 0.4 4 7. 5

高 齢の た め 2 6.2 2 9. 4 5 0.9 1 9.0 1 9. 9

働く場がないため 2.6 2.0 2.9 2.9 1.5

適職がないため 3.2 2.8 3.7 3.4 2.1

通勤が困難なため 0.3 一 !〔m 0.4 〇・ 6

家事・修学に専念するため 6.0 5. 7 7.4 5. 4 7.1

その他のため 5. 7 3.9 8.0 6. 〇 3. 6

不 詳 1.9 1.7 1»8 2.1 1.5
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表5 2 障害の程度別にみた不就業の理密 .ハ

（%）

m玄桑。^m給# !級 2級 3 級 4 級 6 級

「わ：：11m釦 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 10 0.0 100.0 100.0

重度の障害のため 32.4 69.6 53.5 26.3 12.5 11.0 5.8 4.9

病気のため 2118 13.3 15.0 23.8 26.9 27.4 23.4 39.6

11mBmuo 26.2 9.2 16.1 25.5 35.6 32.1 49.5 36.0

■m＜易imu 2.6 0.7 2.0 4.1 3.4 3.3 2.8 1.2

適職がないため 3.2 0.9 1.7 6.0 4.3 4.3 1.8 4.3

通勤が困難なため 0.3 0.2 0.2 0.7 0=4 1111111 0.3 一

家事。修学に専念するため 6.0 2.0 4.3 5.4 9.5 9.4 6.5 9.1

その他のため 5.7 1.8 5.3 6.1 6.7 9.4 8,6 2.4

不 詳 1.9 2.2 1.0 2.0 0.8 3.0 1.2 2.4

図13 性別にみた不就業者の不就業の理由

〔男〕 〔女〕

働く場°適職がない 
通勤が困難なため

働く場・適職が 

ない，通勤が困

その他

（5）補装具の所有状況と交待の希望

■1）補装具の所有状況 .

□ 補装具を持っている割合は、視覚障害者では「眼鏡」カ逹&7%、「盲人安全つえ」->34.2 

%、「点字器」1ゝ〇%、聴覚障害者の「補聴器」が59胡％、肢体不自由者の「歩行補助つえ」 

が24。〇%、「装具」&8%〇

補装具を所持している身体障害者数と割合を補装具の種類別にみると表5 3のように爲身体障害 

者全体では「歩行補助つえ」が320,000人（16.2%）ヽ「眼鏡」314,000人（25.9%） . 「補 

聴器」2 2 4.0 0 0人（11.4 0）などとなっている。補装具は障害の種類によって必要度も当然異 

なるので、障害の種類別に各補装具の所持の状況をみると表5 4のと拎りである。視覚障害者では 

「眼鏡」が38,7 %ゝ「盲人安全つえ」カ辽4.2 %、「点字器」1L0%となって务り、聴覚障害者の 

「補聴器」が5 9.0 %、肢体不自由者では「歩行補助つえ」が2 4.〇%、「装具」が8.8 %ゝ「義肢」 

6. 8 %、 「車いす」カ< 5. 5 %となっている。

これらの補装具を所持している身体障害者のうちゝ身体障害者福祉法により支給された補装具の 

所持者の割合をみると表5 5のと芬りである。補装具を所持している身体障害者全体でみるとゝ「 

盲人安全つえ」が72.7 %、「車いす」が71.4 %ゝ「義肢」カミ70.6%ゝ「補聴器」5 2.0 %、「点字器」 

•「装具」がともに48.8%と高い割合を示し、これらの身体障害者に補装具が支給されていること 

がわかる。また、障害の種類別にみると、視覚障害者の「盲人安全つえ」の73.4%、「点字器」の 

4 9. 4 %が、聴覚障害者の「補聴器」の5 7.1%がゝ務た肢体不自由者の「車いす」の7 5-2 %ゝ「義 

肢」の?L3%. 「装具」の5 0.4%が身体障害者福祉法によって支給されている。

表5 3 補装具の種類別にみた所有技況別身体隱害者数と所有割合

「・舖装具 11m:mm: 数

いる割合所持していない ||^| 回答

mu： 314千人 1,5 9 9 千人 6 4 千人 1 5. 9 . %
m岳： 3 7 1,8 6 5 7 5 ' 1.9
盲人安全つえ 12 0 1,7 8 5 7 2 6.1 .
補聴器 2 2 4 1,6 8 2 7 〇 LL4 •二

義 肢 8 〇 1,8 2 3 7 4 . 4〇・

装 具 10 7 1,7 9 8 7 1 5.4
「韋my 6 8 1,8 3 6 7 2 3.5
電動車いす 4 1,8 9 7 7 6 0.2
歩行補助つえ 3 2 0 1,5 9 2 6 5 1 6.2
その他の装具 5 2 1,8 5 〇 7 5 2.6
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Bl

表S 4障害の種類別にみた補装具の種類別9所有状況別

身体障害者数と所有割合

・希装具!^密I
111111 計 斤持して.

、る割合［

推 計 数 £
斤持して

'、る割合斤持して 

ヽる

所持して 

いない
無回答も

斤持して

,、 る

所持しい 

いない
無回答し

〔視覚 障害〕 〔聴覚 障害〕

・破m鏡： 1.30千人 298千人 8千人 38.7% 4?千人• 263千人 6千人 15.0%

点字器 37 289 10 11.0 一 309 8 111111110111111

盲人安全つえ 115 213 8 34.2 2 307 8 0.7

補聴器 15 308 12 4.6 187 127 • 3 59.0

義 肢 1 321 13 04 1 308 8 04

装 具 3 320 13 0.9 4 305 8 1.4

車いす 2 321 13 0.7 2 307 7 06

電動車いす 〇 322 13 01 一 309 8 一

歩行補助つえ 16 308 11 4.8 25 284 7 7.8

その他の装具 8 315 12 25 6 303 8 1.8

〔肢体 不自由〕 〔内部障害〕

眼 鏡 104 978 45 9.2 32 159 6 16.2

点字器 〇 1,076 50 0.0 一 191 6

盲人安全つえ 3 1,075 50 0,2 〇 190 6 0.2

補聴器 16 1,063 48 14 6 185 6 2.9

義 肢 77 1,003 47 6.8 一 191 一 6 一

装‘具 99 983 44 8B 〇 190 6 02

車いす 64 1,017 45 5.5 一 191. 6 一

電動車いす 4 1,074 49 03 一 191 6 一

歩行補助つえ 271 818 39 24.0 8 182 6 43

その他の装具 35 1,042 50 3.1 2 189 6 1.1

表5 5 障害の種類別にみた補装具所有者のうち舅体障害者福

「祉法で交付ざれた補装具所有者の割合:：.

(%)

補装具の種類 総 数 視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 内部障害

11 わ：：：n鏡: 6.8 1 4.7 2.8 0.9 0.0
m字m 4 8〇8 4 9.4 一 0.0 ・ 一

盲人安全つえ 7 2.7 7 3.4 6 0,0 6 6.0 0.0
riiii：站!im： 5 2.0 3 4.3 5 7.1 2 7= 8 .0.0

義 肢 7 0.6 3 3.3 6 6. 7 7 1.3 一

装： 具・ 4 8.8 1 4. 3 4 0.0 5 0.4 0.0

車^い す 7 1.4 0.0 2 5. 0 7 5. 2 一

「電・〇!1mmr: 2 2.2 0.0 一 2 5. 0 ・ 一

歩行補的つえ 2 7.9 1 3.9 1 4.3 3 0.8 〇. 〇

その他の装具 3 5. 〇 3 1.6 2 3.1 4 0.0 0.0

2)補装具の効果

□ 補装具の所持者の6 〇 %以上は補装具が日常生活上効果があるとし,「電動事いす」、「 

歩行補助つえ」、「盲人安全つえ」、「車いす」、「点字器」は効果があるとする哈のの割合が 

高しゝ〇 「 J •

現在、補装具を所持している身体障害者について補装具が日常生活上、効果があるかどうかをみ 

よう〇補装具の種類ごとに効果があるとした者の割合をみると表5 6のように、「電動車いす」、 

「歩行補助つえ」、「盲人安全つえ」は8 0 %以上の者が効果ありとしてもっとも多く务りゝ「車 

いす」ゝ「点字器」、「装具」も70%以上が効果があるとしている。障害の種類別にみると、補 

装具の所持者のほぼ6 〇 %以上が効果があると答えている。

-7 4- 一 75—



表舊了 障害©種類。補装具ぬ所有状況別にみた今後©補装具 

の交付希望者数

5）補装具の交付の希望

□ 視覚障害者で「盲人安全つえ」、「眼鏡」の交付希望者はそれぞれ10 9,0 0 0A. 8 5,0 〇 〇 

人、聴覚障害者では「補聴器」を15 5,0 0 0人、肢体不自由者では「歩行補助っえ」、「車い 

す」がそれぞれ2 2 8,0 0 0人、10 9,0 0 0と、これらの補装具の交付の希望が強い。

補装具の交付の希望者数を障害の種類別にみると表5 7のと拎りであり、その交付を希望してい 

る身体障害者の割合をみると表5 8のと抄りである。交付の希望が強い補装具を挙げると、•視覚障 

害者では「盲人安全つえ」が3 2.5 %、「眼鏡」が2 5.2 %、聴覚障害者では「補聴器」が4 8.8 

狄 肢体不自由者では「歩行補助つえ」が2 0.3 %ヽ「車いす」が9.6 %となっていゐがゝこれを 

日常生活上必要なため所持し使用している者のみについてみると総じて5 〇%から9 0 %の身体障 

害者が交付を希望していることがみとめられる。

（単•位:1,000 A）
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表5 8 障害の種類・補装具の所有状況別にみた今後の補装具 

の交付希望者の割合 「 •

障害の種類・ 

補装具の 

所有状況

レ鏡＞

Infill
安全 

つえ

補聴器 義肢 装具卓す

車いす

歩行

つえ

その他 

の装具

総 数 8.0 1.5 5.9 10=5 3.1 4.1 5.9 1.4 13.5 2.2

補装具を所有 

している
3 99 61.9 6 8,6 6 8,8 69.4 5 9.5 5 7.1 7 7,8 5 4.6 4 8,7

補装具を所有 

していない
2.1 0.4 1.9 3.1 0.4 0.9 4.2 1.3 5.8 1.0

視覚障害

厂一

j 2 5.2 8.6
「3咕］3.8

0.1 0.5 0.9 0.5 2.9 1.7

補装具を所有 

している

1
| 5 1.5 6 2.7 6 8.3 1 3 4.3

1
111ilf| 4 2.9 一 一 3 3.3 4 7.6

補装具を所有
1

8.9 2.0 14.4 1 2.4 0.1 0.1 1.0 0.6 1.4 0.6
していない

一
一—」

聴・覚障害 4.3 0.1 1.0
一

1 4 8.8
n

1 〇-4 0.6 0.6 0.1 6.2 1.0

補装具を所有 

している
2 5.2 一■ 8 0.0

1
| 7 2.5
|

1
| 6 6.7
1

4 0.0 5 0.01111111 5 3.6 3 8.5

補装具を所有 0.8 0.1 0.4 1 15.0 | 0A 11111111- 0.3 0.1 2.2 0.3
していない し 一 」

r 一入
I 5.4

1肢体不自由 41 0.1 04 2.S 6.8； 9.6..2.3. 2 0.3 2.8 |

|

補装具を所有 3 3.2 -6 6.7
1

6 6.7 | 7 0.7 6 0.7 5 9.3 8 7.Es 5 6.2 5 0.0 1
している !

1

補装具を所有 1.2: 01 0.2 2.1 1 0.6. 1.6 6.9 2.1 9.3
,1.3 ；

していない し 一 一 一 一 ー ー・-ー ー」

内部障害 6.5 --.0.1 3.2 -- 0.1 1.1 0.1 生:? 1.4

補装具を所有 -一10 0.0 4 6.2 --10 0.0 - -4 7.4 6 0.0
している

補装具を所有 n只 一 1.9 - 一 1.2 0.2 2.9 0.7
していない

¢6)身体障害者用日常生活用具の所有状況と交付の希望

J)'障害者用日常生活用具の所有状況と使用効果’

□『盲人用テ、ープレコーダー』ゝ『盲人屈時計』は視覚障害者のそれぞれ9. S %,!〇・ 8 % 

が、『聴覚障害者席屋内信号灯』は聴覚障害者の囂窮％7が、また『肢体不自由者用便器』は肢体 

不自由者のえ〇 %が持っている。

各障害者用の日常生活用具の所有状況をみると爲表5 9・表6 ◎及び表61のとおりである。視 

覚障害者ではゝ「盲人用時計」が2 0.8%. 「盲人用テープレコーダー」が9.8%と両生活用具は 

視覚障害者の1割が所持している。聴覚障害者では「屋内信号灯」が3.9%. 「目覚時計」が;1.4 

%で聴覚障害者用日常生活用具の所持の割合は低くゝ肢体不自由者では「便器」が7〇 〇%. 「浴槽」 

が2.5%. 「湯沸器」、「特殊寝台」は1-8%となっている。

これらの日常生活用具を所有している者のうち、国の制度で交付された用具を持っている者の割 

合をみると、表6 20とおり視覚障害者用の各生活用具と「電動タイプライター」の交付された割 

合が高い。

つぎにゝ日常生活用具を所有している者について使用効果をみると、表6 3のとおりでゝほとん 

どの用具は「効果がある」と答えている者が7 0-80%と高い割合を示している。

表5 9 視覚障害者用日常生活用具の所有狀況別身体障害者数と所有割合

総 視 覚 11^11 害

推 計
所有して

推 計
所有して

日常生活用具の種類
所有して 

い る

所有して 

いない
無回答 いる割合

所有して 

い る
10^1
いない

賦回春 いる割合

千人 千人・千人 % 千人| 千人 千入 %

盲/^テ_プレコータ"一 3 5 1,8 6 6 7 7 1.7 3 3 2 5 9 8 9.8

盲人用時計 4 4 1,8 5 7 7 6 2.2 3 6 2 9 0 9 1 0.8

盲人用カセイフライクー 5 1,8 9 3 7 8 0.3 5 3 2 1 1 〇 1.6
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fg 6 〇聽覚隱害者用日常生活用具の所有状況別身体障害者数と所有割合

日常生活用具の種類

総 mm11111011|||^|| 障 害

111111 計 所有して

|||||^

1111ill 計
1^111011il 

Hl^li屛して

い る

所有して 

いない
噪!!佑

い る

fOiB
いない

B|ij^

千人 千入 千入 ％ 千人 千人 千人 %

1 1,8 9 3 8 2 〇・1 1 3 0 9 7 0.4
ドマスター

- 目覚時計 9 1,8 8 7 8 1 0.4 4 3 0 5 8 1.4

”屋内信号灯 1 2 1?8 8 2 8 2 0.6 1 2 2 9 8 7 3.9

表6! 肢体不自由者用日常生活用具の所有状況別身体障害者数と所有割合

日常生活用具の種類

jiiii:紀：1111nm 肢 体不自 由

111il 計
所有して

||||^|
計 II”：

所有して

いる割合所有

い
して

る

所有して 

いない
無回答

所有

い
・して

る

崩看し!1
いない

賦回倍

千人 千人 千人11111i* 千人 千人 千人 %

肢体不自由者用浴槽 3 1 1,8 6 8 7 8 1.5 2 8 1,0 5 4 4 5 2. 5
鴻暮 2 6 1,8 7 3 7 9 L3 2 1 1,0 6 1 4 6 1.8

mm富 9 5 1,8 0 4 7 8 4.8 7 9 . 1,0 〇 3 4 5 7.0

”特殊便器 1 5 1,8 8 3 7 8 0.8 1 4 1,0 6 8 4 5 1.2

・特殊寝台 2 3 1,8 7 4 8 〇 L 1 2 1 1,0 5 9 4 7 1.8

電動タイプライター 4 1,8 8 7 8 6 〇. 2 3 1,0 7 0 5 4 0.3

表6 2日常生活用具を所有している者のうち国の制度で交付された者の割合

表B 3日常生活用具を所有している者のうち、,『効舉が蠢る』と答えた者の割合

日常生活用具の種類
「効果がある」 

と答えた割合
日常生活用具の種類

「効果がある」 

と答えた割合

盲ノゝ、・用テZプレコーダー 8 0.3 肢体不自由者用mi 7 3.9

7 6.8 // 揚潔鲁： 7 4.1

“カナダイプライター 7 5.0 81111111 8 0.0

聴覚障害者用サウンドマスター 1 0 0.0 特殊便器 8 0.6

协目覚時計 6 5. 0 11111「 特殊寝台 9 〇. 2

”屋内信号灯 7 5. 0 電動タイプラ ィ孚一 1 2. 5

■2）障害者用日常生活用具の交付の希望

□『盲人用テープレコーダー」と『盲人用時計』は視覚障害者の2站％がも『目覚時計』と『屋 

内信号灯』は聴覚障害者の!〇%が、・r浴橹jと『便器』は肢体不自由者の1〇%が交付を希望。

日常生活用具の交付を希望する割合を用具の種類別にみると表6 4のとおり「盲人用時計」がも 

っとも高く19.7%でゝついで「盲人用テープレコーダー」が1& 〇%ゝ「肢体不自由者用浴橹」 

1〇「聴覚障害者用目覚時計」が10-5 %と多くみられるがゝこれを現在これらの用具を所 

有している者と所有していない者に分けてみると、所有し実際に使用している者の交付希望が強い 

ことがわかる。

1111111111

日常生活用具の種類

国の制度で交付さ 

れたものの割合
日常生活用具の種類

国の制度で交付さ 

れたものの割合

盲人用テープレコーダー 5 2. 6 肢体不自由者用浴 槽 2 9.0

〃時 計 4 7.5 冰!!： 2 4.1

" カナタイプライター 7 5.0 〃 便器 9. 8

聴覚障害者用サウンドマスA 1 0 0. 0 ” 特殊便器 1 L 1

”目 覚 時 計 3 5.0 ” 特殊寝台 3 3. 3

ク屋内信号灯 2 8.6 電動タイプライター 5 0.0

R 6 4障害の種類別にみた日常生活屈具の所有我況別交付希望者の割合 

 ¢3

日常生活用具の種類 総
所有している 

者の交付希望
所有していない 

者の交付希望

盲人用テープレコーダー 1 8.0 5 6.8 1 4.2
”時 計 1 9.7 5 9.8 1 5. 3
” カナタイプライター 5.8 一 4 1...7 5.4

聴覚障害者用サウンドマスター 5.0 3 3. 3 5.0
〃 目覚時計 1 〇. 5 6 0.0 1 0.9
〃 屋内信号灯 8.4 5 7.1 & 9

肢体不自由者用浴’槽 1 0.9 3 9. 7 1 0.6
" 湯沸器 7.0 3 4.0 6.8

9.4 3 4. 3 . 7.9
” 特殊便器 5.0 4 1.9 4.8
" 特殊寝台 5. 5 2 3.4 5 4

電動タイプライター 0.6 7 1.4 〇. 5
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（7）介助の状況

1）日常生活動作別の介助の必要度

つぎに障害の程度別にみると表6ものとおり衍1◎ 2級の重度障害者では介助を要するものが各 

生活動作とも2 0 %以上みられ"特に「入浴」は41.2 %ゝ「衣服の着脱」は3 5. 2 %と高い割合 

を示している〇

□ -部誉たは佥部の介助が必要な身体障害者は'『食事』は鼠3 %.『排便』は117 %ゝ

『入浴』19コ％、『衣服の着脱』16.7%.「屋内移動・」1覆9%。.

0常生活を営むうえで他人の介助を必要とする身体障害者がし・る〇ここではゝ日常の生活動作の 

うち基本的な動作としてゝ「食事をする」ゝ「トイレを使う」冷「入浴する」、 「衣服の着脱をす 

る」及び「家の中を移動する」の5つの動作についてゝ介助の状況をとりあげてみよう。身体障害 

者全体では表名5にみるように「食事」は「一部介助が必要」が@「全部介助が必要」が 

4 2%. 「排便」は「一部介助」が4.7%. 「全部介助」が7.0%. 「入浴」は「一部介助」が 

& 5 %、「全部介助」が？も戈％、「衣服の着脱」は「一部介助」7. 5 %ゝ「全部介助」9. 2 %ゝ 

「屋内移動」は「一部介助」が4.1%ヽ「全部介助」が6.8%となっており、生活動作のほかでも

「入浴」の介助の必要度が高いことがみとめられる。

表E 3 日常生活動作別介助の状況

.…一 一一 （％）

日常生活動作総数i !器藉毀/介糧 評介蹩無回答

食事をする 1 0 0. 0 8 1.4 9.3 4.1 4.2 0.9

トイレを使う 1 0 0.0 7 7. 5 9. 8 4 7 7.0 1.0

入浴する 1 0 0. 0 7 1.6 7.7 & 5 11.2 ..1.1

衣服の着脱をする 1 0 0.0 7 1.0 11.4 7. 5 9.2 1.0

家の中を移動する 1 0 0. 0 7 6. 2 11.8 • 4.1. 6.8 1.2

□ 視覚障害者のほぼ1〇 %が、また、肢体不自由者の1〇^ 27 %が生活動作に介助が必要

障害の種類別に、「一部介助が必要」と「全部介助が必要」とする身体障害者の割合をみると、 

図!_ 4のとおりゝ肢体不自由者では「入浴」の2 7.2%をはじめ各生活動作とも高い割合を示し、 

殊に 陰部介动を必要とするもの」力辽〇%以上みられ注目される。ついでゝ視覚障害者の介助を要 

する者の割合が高く、各生活動作ともほぼ1〇%程度の割合を示している。

□『全部介助が必要』な身体障害者数は2 410 00 A.全身体障害12J %であ讥 日常 

生活動作のすべてを『全部介助が必要』な身体障害は67?0 〇 〇人。

以上で観察してきた介助の状況はゝ個々の生活動作についての介助の状況であったが、ここでは、 

5種類の生活動作のうち何種類の生活動作について介助を必要としているかを「全部介助が必要」 

とするものについてみよう。表6 7にみるようにも「全部介助が必要」な身体障害者は241,000A 

で、これは全身体障害者の;12.2%にあたる。1種類の生活動作だけの介助が必要なものは53,000 

人ゝ2種類が44,000人、3種類が28,000人、，4種類が49,000人ゝ5種類全部の生活動作は67,000 

人となっておりゝ「全咅0介助が必要」者の2 7. 8 %がゝ生活動作すべてに介助を要していることが 

わかる〇
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図14障害の種類別にみた日常生活動作の介助が必要な身体障書者の割合《％》

a .

（全部介助）（一部介助）

：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：9:21：：：：：：：や必鷲?-3.v：v|
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家の中を移動
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家の中を移動 
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H3

0.4
c .肢体不自由

食事をする—gn
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入浴する

liilfiH
する

家の中を移動 
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d .内部障害

食事をする;:ロ::回

トイレを使う|雜奏阀逼］

入浴する

衣服の着脱を

する

翼中を移動芦液^
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表目了 日常生活動作の種類数別の全部介助必要な身体障害者数

日常生活動作の種類 推計数 構成割合 日常生活動作の種類 推計数 構成割合

総 数

!種類

2 秤

千人 %

2 4 1 1 0 〇5 〇

5 3 2 2.1

4 4 1 & 2

3種類

4 〃

5 〃

千人 ％

2 8 1 L6

4 9 2 C14

6 7 2 7.8 '

2）主な介助者

□ 主な介助者で态っと哈多いのは『配偶者Jでゝ各生活動作と4 〇 %台ゝついで『子供」が

2 〇 %でゝ介助者の9 〇 %ちかくはこれらの家族。

介助を必要とする身体障害者の主を介助者をみると表6 8のとおりである。各日常生活動作とも 

ほとんど同じ割合で介助者が分布しており為「配偶者」が4 0%台备「子供」が2 〇%台でゝ「親」 

と「その他の家族」を加えた家族が介助しているものが為9 0%近くに及んでいる。
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(8)過去1年間の受療状況

□ 身体障害者の7 as%が病気のため医療機関に入。通院して訖入 年間の入。通院日数で^) 

っとも多いのは1-10 sで30厨％幕ついで31日以上が2 6. 3 %。内部障害者の受療日数が多 

い〇

は1^しセ1^需春!1111逢M!昭|；高い|芳えら|!も„]||去わ命： 

にお真注站隔や彝わimネ器!!だm沁みよ

F l—10日』がき0/9 %ともっとも多くゝついでF 3 (日以上」と長期間受療しているものが

2 6.3%と!■以上となっている。これを障害の種類別にみると笃内部障害者の受療日数が多く「31 

日以上」が3 6. 9 %に及んでいる。

つぎに年齢階級別にみると卷表7 0及び図』5のと黔久 年齢が高くなるほど受療日数が多くなり" 

6 0歳以上では「31日以上」の受療日数が3 0 %を超えている。

図15 年齡階級別にみた過去1年間の受療状況

〔医療機関にかかった〕

かからj 叮〜
った」 170日 30日31日以上

表了 〇 年齢階級別にみた過去1年間の受療状況

年齢階級

総 数

18-2 9 歳

3 0-39

4 0-49

5 0-59

营:fill；；*； 6 0-69

7 〇以上

総 1^1 全くかから 

なかった
!〜 !〇日

1 〇 0.0 2 6.2 3 0.9

1 〇 0.0 3 3.5 4 3.1

1 〇 0.0 3 3.4 3 7.4

1 〇 0.0 3 〇. 5 3 3.0

1 〇 0.0 2 7.9 3 2.7

1 〇 0.0 2 4.4 2 8.0

r 〇 0.0 2 1.5 2 7.3
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11^30 日 31日以上 無回答

1 5. 5 2 6. 3 1.1

1 4.2 7.3 •1.8

11.8 1 5.4 2.0

1 4.7 2 1.3 〇. 5

1 4.8 2 3. 3 1.3

1 6.0 3 0. 3 1.3

1 7.0 3 3. 2 0.9
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（9）身体障害者の外出 '

一1）外出の頻度 .

□『ほぼ毎日外出する』身体障害者は4 3.8 %.『年に数回』、『全く外出しない』はと热に

114 %〇なかで^）肢体不自由者は『年に数回』と『全く外出しない』をあわせ覽鬣芻％みられゝ 

他の障害者に比べ外出の頻度が少ない。

身体障害者の生活行動の中でも外出することはかなりの困難をともないゝ外出が制約されている 

ものと考えられる。ここでは、身体障害者がどの程度外出しゝ外出するうえで困難をきたしている 

理由などについてみよう。

表71及び表7 2は、,障害の種類及び障害の程度別に外出する頻度をみたものである。全体では弟 

「ほぼ毎日」外出するものが4 3.8 %ゝ「年に数回」ヽ「全く外出しをい」はともに11-4%でゝ 

両者あわせて1年中ほとんど外出しない身体障害者は2 2.8%である。これを障害の種類別にみる 

と、視覚障害者と肢体不自由者は「年に数回」ゝ「全く外出しない」者の割合が高くゝ両障害者の 

ほぼ4人に;!人はほとんど外出せずゝこれらの障害者の外出が困難であることを示している〇障害 

の程度別にみると、軽度になるほど外出の頻度は高くなっている。

表7 2 隱害の程度別にみた身体障害者の外出の頻度别割合

匚^^^^^^^^角^^^^^^
:
;
l

「
l

「
l

lllh

「
l

「il 

2 
2 
3 
4 
5 
6 

不

1 〇 〇. 〇 III 3. 8 1 7. 6 14i||| 1 L 4 1 1.&

1 〇 〇・ 〇 1 4. 5 1 7.1 1 6. 〇 1 8.3 3 3.11

1 〇 〇. 〇 3 3.1111 1 5. 6 1 68 1 6. 1 1 こ 〇

1 〇 〇. 〇 8.2 1 6. 9 1 48 1 〇. 1 9. 1

1 〇 〇. 〇 5 1. 2 2 2. 1 1 4. 〇 8. 8 4

1 〇 〇. 〇 6 〇. 〇 1 5. 7 1 2. 5 7. 〇 3. 〇

1 〇 〇. 〇 5 8. 4 1 6. 5 〇. 8 7. 8 2. 9

1 〇 〇. 〇 4 5. 2 1 9. 7 1 4. 5 9. 2 9. 2

0.

0.

0,
L

0.

2）外出するうえで困ること9外出しない理由

□ 列出するうえで困ることはゝ視覚障害者では『車などに危険を感じる』が4 ! 〇 聴覚障 

害者は『人と話をすることが困難』が纟3. 5 %,肢体不皀虫者は『道路や駅に階段が多い』が 

217%と芯っとも多い。

外出するうえで困ること、あるいは外出しない理由をみると表7 3及び表7 4のとおりである〇 

全体では「車などに危険を感じる」が2 6.6 %ともっとも多く、ついで「道路や駅に階段が多い」 

ゝ !人と話をすることが困難」10. 8 %-, 「介助者がいない」10.7%とな::〉ており、こ 

れらが困ることあるいは外出しない理由として高い割合を示している〇障害の種類別にみると、視 

覚障害者の4 7. 〇 %と半数近くが「車などに危険を感じる」からとして彩り、また「介助者がいな 

い」が18.. 5 %と他の障害者に比べ高い割合を占めている。また、聴覚障害者では「人と話をする 

ことが困難」が4 3.5 %ともっとも多くゝ肢体不自由者では「道路や駅に階段が多い」ことを外出が 

困難ゑことのゑかでも大きな問題として2 4. 7 %が挙げている。

つぎに障害の程度別にみると、重度鴛中度幕軽度の各程度を通じてゝ困難あるいは外出しない理 

由として挙げても«る身体障害者の割合はほとんど同様である。
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衰7 3 隱害の種類別にみた『外出するうえで困ること及び外出しない理由』, 

の割合 鰐

外出するうえで困ること 
及び外出しない理由

総 数
訂 肢体不自由

介助者がいない 1 0.7 1 8.5 6.3 1 0.7 4.5

経費がかかる 8.1 8.7 5,7 9. 3 8.3

人の目が気にかかる 6.3 4. 6 3. 9, 8.3 1.4

几と話をすることが固難 1 0.8 5.4 4 3.5 4.6 .2.5

訴で詐お後闘が:m ‘ 8.3 • 8.9 5,9 9. 2 5.9

車などに危険を感じる 2 6. 6 4 7〇0 3 2.7’ 2 1.1 1 3.1

道路や駅に階段が多い 2 L 5 2 6.8 7.7 2 4.7 1 6.0

外出しても困ることはなしゝ 2 7. 3 1 9. 4 2 5.0 2 8.7 3 6. 3

外出したいとは思わない 1 2. 8 1 6.0 8.4 1-3.3 113

そ の 他 11.8 1 0.4 5. 6 1 3.4 1 4.9

無 回 答 1 5. 5 1 3.3 1 5. 2 1 3.3 2 0,7

表? 4 障害の程度別にみた『外出するうえで困ること及び外出しない理由』 

の割合 阀

C10）公的萼金‘手兰め受給技態:

1）公的年金の受給状況

□ 年金受給者は1,3 6 5,000 A.身体障害者の6 9.0%が受給。そのうち、障害年金の受給者 

は6翕幼0 0 0人て'' 3 4 0 %

身体障害者に各種の年金が支給されて汨りゝ身体障害者の总密〇%二!,36 53〇 00 Aが年金を受 

諮し!ilillllWBIIfl・缽応显〇!层„11111直書をH魂爰!!しiiliO】!ll66「 

人dim击彝金iと。歸以!!。曲て麦HVいI奢はIIS。。。人

障害年金とそれ以外の年金の2種以上を受給している者は61,0 0 0人（3.1%）でありゝ年金を受 

給していない者は612,0 0 〇人（31.0%）である。障害の種類別'にみると幕表7 5のとおりゝ視 

覚障害者及び聴覚障害者の受給率が8 0%弱と高くゝ肢体不自由者及び内部障害者がそれぞれ64.2 

%ゝ6 3.1%と低い〇

障害の程度別にみると表7 6のと汨り舄1級鴛2級では受給率がそれぞれ8 8.8%^ 8 6,6%と 

高くゝ障害年金もそれぞれ6 -5.1%. 5 9. 7 %と高い割合を示している。またゝ年齢階級別にみる 

と表? 7のように、6 0歳未满では受給率は4 0%台で推移しゝその年金の種類もほとんどが障害 

年金であるが為6 〇歳を超えると障害年金以外の年金の受給割合が高くなっている。

外出するうえで困ること 
及び外出しない理由

i^in lU^I111^1lllil ■4級 Illi! 6級
1ネ1釦

介助者がいない 1 0.7 2 3.8 1 5.6 1 L2 5.5 4.2 3 ...8 5.2

経費がかかる 8.1 1 0.9 11.3 8.6 8.5 7,7 44 3.8

人の目が気にかかる 6.3 5.1 8.1 8.6 6.5 5.9 3.8 1.4

人と話をすることが困難 10.8 7.3 19.8 12.3 7.6 3.2 1 6.3 2.8

利用できる交通•機関がない 8.3 12.9 1 2.5 7.2 6.3 5.9 5.6 3.1

車などに危険を感じる 2 6.6 3 2.2 3 7.1 2 7.8 2 2.7 1 a 4 2 3.8 9.7

道路や駅に階段が多い 2 1.5 2 5.1 2 43 2 2.3 21.7 2 1.1 '15.6 '1(M

外出しても困ることはない 2 7.3 10.1 1 4=8 27.5 3 56 3 6.8 40.7 2 6.7

外出したvゝとは思わなしゝ 1 2.8 2 41 148 1 2.6 9.4 7.9 7.4 9.4

そ の 俭 11.8 21.8 1 3.4 11.3 9.8 ‘ 8.0 6.2 8.0

理!imm 15.5 1 0.3 12.4 14.8 16.5 2 1.1 1 5.4 2 0.1

表了 5 障害の種類別にみた年金の種類別受給者数

1・陽善1!住疥11:
総

年金を受給している

年金を受給 

していない
総

1^1
（1） 

障害に起因 

する年金の 

み・

⑵ 
障害以外の 
lOiOiB 
年金のみ

（エ），⑵の 
両年金

（捱計・数)

千人 千入 千人 千人 千入 千人
・上《 1,9 7 7 ls3 6 5 6 2 8 6 7 5 6 1 6 12■lOllliBiBli 3 3 6 2 6 7 15 1 11 2 4 - 6 9

3 1 7 2 5 0 9 4 〔1.4 7 8 6 7
1111Blllilill 1,1 2 7 7 2 4 3 3 7 3 4 4 ‘ 4 3 4 0 3
「・〇ill：障m 1 9 7 1 2 4 4 6 7 2 6 7 3

11111111(W 成 illllll
UH ilil1111111BI11111111■■11111

「紀mu ! 〇 0.0 6 9.0 3 1.8 3 4.2 3.1 3 1.0
視•寛障W ! 〇 0.0 i|||i| 9. 5 4 4.9 一 3 3.4 1.1 2 0.5

»mi■・害： ! 〇 0.0 111jfj 8.7 2 9.8 '4 6. 3 :■■27| 2 1.3
肢体不自由 ! 〇 0.0 ■ 6 4.2 2 9. 9 3 0.5 3.8 ' 3 5.8

「・内・li：险・害・■ 1 〇 0.0 6 3.1 2 3.4 3 6.7 2.9 3 6.9
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表了龜 障害の程度別にみた年全の種類別受給状況

障害の程度 総数

「IIわ：：m・教: 1 0 0.0

! 級 1 〇 0. 0

111111m 1 〇 0.0

■mu嚴・:
1 0 0.0

-4 級 1 0 0. 0

5 級 10 0-0

mm： 1 0 0.0

不明 1 0 0. 0

筋

年金を受; る
年金を受 

給してい 

ゑし=
総 1111

(1)

する年金の 

み

⑵
iiHim 
n由d 

年金のみ

(1)〇⑵の 

両年金

6 9..0 3 1.8 ‘ 3 4.2 3,1 3 L0

8 8.8 6 5.1 2 1.9 1.8 11.2

8 6. 6 5 9. 7 2 4.0 2.9 1 3.4

7 〇. 〇 3 0. 6 3 5. 6 3.8 3 0.0

5 7.7 1 7.0 3 6. 9 3.8 4 2. 3

5 〇・ 5 11.2 3 5. 6 3.7 4 9. 5

6 1.9 9. 3 4 9. 6 3.1 3 8.1

5 5.7 5. 7 4 9.6 0.4 4 4.3

表7 ? 年齡階級別にみた年金の種類別受給状況

年 齢階 級 総 1^1

給1 る
年金を受 

給してい 

ない
総

(1)
8辭!!起自 

する年金の 

み

⑵ 

障害以外の 
#理由 

年金のみ

(1)〇⑵の 

両年金

11 紀!! 数 ! 〇 0.0 6 9.0 3 1.8 3 4.2 . 3.1 3 L. 0

1 8-29 歳 ! 〇 〇. 〇 4 5.4 4 4.0 1.3 - 5 4.6

3 〇〜3 9 ! 〇 0.0 4 9. 2 4 7. 5 0.3 1.3 5 0.8

4 〇 - 4 9 ! 〇 0.0 4 0.9 3 & 5 1.9 〇・ 5 5 9.1

5 〇〜5 9 ! 〇 0.0 4 7.5 3 9.4 5. 5 2.6 5 2. 5

6 〇 ~ 6 4 ! 〇 〇. 〇 7 8.6 3 & 2 3 2.7 7.8 2 1.4

6 5 ~ 6 9 ! 〇 0.0 8 8.9 2 8.1 5 4.4 6. 5 11.1

7 〇〜 ! 〇 0.0 9 3.5 1 6.0 7 5. 5 2.0 6.5

□ 国民年金の受給者は945,000人(身体障害者の418 % ).厚生年金は234,000(1L 8

% )、恩給法による年金は!49,000人(7. 5 % ) 〇

年金の制愛別の受給者は表7 8にみるように、「国民年金」は94 5,0 0 0人〔受給率4 7.8%). 

「厚生年金」2 3 4,0 0 0 A (11-8%) . 「共済年金」5 6,0 0 〇'人(2.8%)ゝ「恩給法による年 

金」14 9,000人(7.5% )である。受給している年金が障害に起因する年金か否かを制度別にみ 

るとゝ「国民年金」は障害年金とそれ以外の年金とほぼ同じ割合となっているが、「厚生年金」初 

「共済年金」ヽ「恩給法による年金」は障害年金以外の年金を受給している割合が高い。

つぎに冷年金をどのような制度から受給しているかを、障害の種類、障害の程度及び年齢階級別 

にみるとゝ表7 9、表8 0及び表81のとおりである。障害の種類別では、視覚障害者及び聴覚障 

害者の6 〇%以上が「国民年金」の受給で他の障害者に比べ高い割合を示しており、障害の程度別 

にみると！級ゝ2級の障害者のそれぞれ7 0.8%, 6 7^6 %が厂国民年金」を受給しているが、5 

級、6級の軽度障害者ではそれぞれi1%が「恩給法による年金」を受給しているのが注目される。 

また、年齢階級別にみると6 〇歳代に衣ると各制度とも受給率が高くなっている。

表? 8 年金の制度別にみた年金の種類別受給者数

(延数')

ki釘〇理m «国民年金 昭俣釘

よる年金

その他の 

公的年金

(推 計数)

千人 千人 千人 千人 千人 千人 千人

総 数 9 4 5 2 3 4 5 6 4 1 4 9 3 6 5 7

障害に起因する年金 4 7 8 9 6 1 2 2 6 〇, 3 2 1 6

障害以外の理由による年金 4 6 7 1 3 8 4 4 2 8 9 4 4 1

(受 給割 合)

% % % % % % %
■■教 4 7. 8 1 L8 2.8 〇. 2 7.5 1.8 2.9

障害に起因する年金 2 4.2 4.9 0.6 〇.1 3.0 1.6 0,8

障害以外の理由による年金 2 3. 6 7.0 2.2 〇,1 4=5 〇. 2 2.1
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弟? 9 隱害の種類別にみた公的年金制度別年金受給者©割合

国民年金

総 数 4 7.8

視覚障害 6 3.4

聴覚障害 6 0.6

肢体不i由 4 1.7

内部障害 3 5.8

厚生年金
共済年金
3保険1

11.8 2.8 〇. 2

8.2 0.9 一

1 L2 2.4 0.1

111111111 3.5 0.2

1 7.3 3.2 〇, 5

恩給法任 
よる年金

労災保償
その他の 
公的年金

7.5 1.8 2, 9

5. 9 0.4 3.0

7,3 0.3 2.8

8.1 2.6 2.7

11111111 2.5 2.9

麦8 〇障害の程度別にみた公的年金制度別年金受給者の割合翅

匱
害の HI 度 国民年金

総 数 4 7.8

1 |^1 7 0.8

2 展1 6 7.6

3 |^| 4 5〇2

4 |i| 3 5.6

5 |^| 2 8.6

6 級 3 9,9

不 明 3 6.4

厚生年金
各 種

共済年金
船員保険

11.8 2.8 0.2

,11.3 L7 111!

11.8 2.9 0.4

1 5.4 3.2 ■0.3

1 2.3 2.3 0.2

9.0 3.2 0.2

1 0.7 4.4 111111111
1 0.5 1.8 —

鳶給法に 
よる年金

労災保償
その他の 
公的年金

7.5 1.8 2.9

3.6 1.2 3.3

4.6 1.5 2.9

8.2 2.0 2.8

• 8.6 3.0' 2.8

1 0.9 1.8 2.7

1 0.9 ia 2.7

6.1 1.8 2.6

表8! 年齡階級別にみた公的年金制度別年金受給者の薊合

年齢 階級 国民年金

総 数 4 7.8

18-29 歳 3 9. 9

3 〇 〜3 9 3 9.0

;；4；101~49m 2 9. 3

[Il5!〇!〜1519111111；11； 2 7.8

6 0-64 4 3.0

6 5 ~ 6 9 5 9.0

7 〇 ~ . 7 1.6

厚生年金
各’種 掃！^

11.8 2.8 〇. 2

2.8 一 〇. 5

7. 2 〇, 3 一

8.7 一 〇. 5

8,9 2.4 一

1 9.9 7.4 〇. 2

2 1.7 3.3 0.3

1 0.1 3.5 〇.1

恩給法に 
よる年金

労災補償
その他の 
公的年金

7.5 L8 2.9

11111111111 1.4 1.4

一 3.6 0.3

11111|^|| 3. 7 〇・ 7

7.2 2.9 1.3

1 6.8 2.0 3.9

11/7 1.0 4.0

8.4 0.2 4.9

2)諸手当の受給状況

□ 身体障害者に対する諸手当の受給者は372,000人ゝ全身体障害者の? 8,8%で、そのうち 

『国の制度による手当』のみの受給者は2 〇 4, 〇 〇 〇人い0. 3 % ).『地方公其団体の制度によ 

る手当』のみの受給者は12 2,0 0 0人(鼠1% ).『国。地方公共団体双芳の手当』の受給者は 

4 7,000X( 2. 4 % ) 0

福祉手当や児童扶養手当など国の制度や地方公共団体の翎度による身体障害者に対する手当を受 1 

話しれ\|も!!反「全国で371119人d界^^甜di8%か謠しQII岸!を支 

給してしゝな〇 、，ものは1,60 5,0 0 0人で8 L2%である〇手当を受給している3 7 25 000人にっしゝて. 

受給している手当が国の制度による手当か、あるいは地方公共団体の劃度による手当かをみるとも 

国の制度による手当のみを受給しているの20 4,00 0 A f.1〇・ 3 %) 地方公共団体の制度によ 

る手当のみの受給者は12 2?0 0 0 A ( 6.1%)ヽ国。地方公共団体の双方の手当の受給者は47,000 

人(2.4%)である。

手当の受給率を障害の種類ゝ障害の程度及び年齢階級別にみると為表8 2、表8 3及び表84の 

とおりである。障害の種類別では視覚障害者の受給率が备っとも高く 3 2. 6 %であり、障害の程度 

別にみると1級が5 4.0 %衍2級が3 4.3%と重度障害者に偏在しており爲年齢階級別にみると 

5 〇歳未满の受給率が2 0-30 %台、5 〇歳以上では!〇先台の受給率となっている。

表? 2 障害の種類別にみた国一地方公共団体の制度別手当の受給割合

手 "1を受給してい lillllill
■・险售"種:類： 総 数

総
||^|

(1) 
国の制夏に 

よる手当の 
111111111111

⑵ 

地方公共団 
体の制度に 

よる手当の 

み

(1)°⑵の
手当を受給

していをい

総 数

視覚障害

聴覚障害

肢体不自由

内部障害

1 0 0.0 1 8.8 1 0.3

1 0 0. 0 3 2. 6 2 0.3

1 0 0.0 1 7. 6 1 0,3

1 0 0.0 1 5,7 7.9

1 0 0.0 1 4.9 6.8

6.1 2.4 8 1.2

7.1 5. 2 6 7.4

4.1 3. 2 8 2.4

6. 5 1.3 ■8 4〇 3

6.1 2,0 8 5.1
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表8 3 障害の程度別にみた国一地方公共団俸の制度別手当の受給割合

手 当を受給してい る

障害の程度 総 数
総 数

(1) 
国の制度に 

よる手当の 
み

⑵ 
地方公共団 
体の制度に 

よる手当の 

み

(1)◎⑵の

両手当

ち手当え受給が

してい宏い

総 数 1 0 0. 0 1 8.8 1 0.3 6.1 2.4 8 1.2

1 Hl 1 〇 〇・〇. 5 4.0 3 4. 3 ' 9. 2 1 0.4 4 6.0

2 lii 1 0 0. 〇 3 4.3 1 9.4 ! 〇. 5 4.4 6 5.8

3 |i| 1 0 0. 0 1 3. 3 2. 9 ! 〇, 3 〇.1 8 6.7

4 111 1 0 0. 0 5. 8 2.4 3.4 一 9 4.2

5 HI 1 0 0.0 4.8 2. 2 2. 7 111111|||B 9 5.2

6 10 1 0 0.0 3.1 2.4 0.7 「・■Hill 9 6.9

不 明 1 0 0.0 4.8 3. 9 0.9 11111111111 9 5. 2

表8 4 年齢階級別にみた国一地方公共団体の制度別手当の受給割合

1101
•手当を受 給している

年 飾 階 11級: 総 数
総 数

(1) 
国の制度に 

よる手当の 
み

⑵ 

地方公共団 
体の制度に 

よる手当の 

み 『

(1)。⑵の 

両手当

手当を受給

してし'めい

総 数 1 0 0. 0 1 & 8 1 0.3 6.1 2.4 8 L2

1 8〜 2 9歳 1 0 0. 0 2 8.9 1 6.1 9.2 3. 7 7 1.1

3 〇〜 3 9 1 0 0. 0 3 2.1 1 8.7 7. 9 5. 6 6 7. 9

4 〇〜 4 9 1 〇 0・ 〇 2 3. 7 1 3. 5 & 2 2.0 7 6. 3

5 〇〜 5 9 1 〇 0. 0 1 6.2 8.4 5.1 2. 7 8 3.8

6 〇〜 6 4 1 0 0. 0 1 5.1 8.1 5. 9 1.1 8 4.9

6 5〜 7 〇 1 0 0. 0 1 6. 5 7. 3 6.8 2. 5 8 3. 5

7 〇〜 1 0 0. 0 1 6.3 9. 7 4 8 1.7 8 3.7

国の制度による手当を受給している251,000人について受給している手当の制度をみるとヽ表 

8 5のとおりで、「福祉手当」を受給しているものが203,0 00人と圧倒的に多く薦全身体障害者 

010.3%である。手当の制复を「福祉手当」と各種の制度の手当をまとめた「その他の手当」の 

2区分にして、障害の種類衍障害の程度及び年齢階級別にみると和表8 6、表8 7及び表8 8のと 

おりであり幕視覚障害者と聴覚障害者、1-2級の重度障害者及び5 0歳未満の身体障害者の「福 

祉手当」の受給率が高い。

表舅5 国の制度による手当別受給者数及び受給割合《延数)

特別児童
：扶養W

児童扶養 HI手も： 原爆被爆者
10手!!

その他の 

公的手当

千人

2 0 3
千人
6

千人
•1 3

千人
! 〇

千人
8

千入

3 1

受給割合
% % % % %

表8 6 隱害の種類別にみた国の制度による手当別受給割合 

一一_______ _— ・ 闵

障害 の・「框m 福祉手当 その他の手当

総 数 ! 〇. 3 . 3.5

視 覚 障害 2 2. 5 5.4
聴 覚 偉!!書：■■■ 1 2.0 3. 2
肢体不 自由 6.9 3.0
内 部 障 害 5.4 3.4

表81 障害の程度別にみた国の制度による手当別受給割合

1111mm
障害の 程度 11■・為 その他の手当

総 数 1 0.3 3. 5

1 級 4 1.6 6.7
2 • 級 2 0. 3 5. 5
3 級 1.2 1.8
4 0.8 1.5
5 級 0.2 2.0
6 級 〇. 5 . 1.6
不 明 ：11n 3. 5

表8 8 年齢階級別にみた国の制度による手当別受給割合 锅

jlllOlllOlli階級 福祉手当 その他の手当

総 教 1 6.3 3. 5

18 〜 2 9歳 1 7.0 5.0
3 〇 〜 3 9 2 0.0 7.5
4 〇 ~ 4 9 11.0 7.0
5 〇 〜 5 9 9.4 2.6
6 〇 〜 6 4 7. 6 1.7
6 5 〜 7 0 2.0
7 〇 〜 9. 3 2. 7

— 96 — _ 9 7 —



3.身体障害者の『現在"特に必要な福祉サービス』

□ 『福祉サービス』としてもっとも要望が強いのは『所得尿障の充実』で身体障害者の参4.1

%が要望ゝついで『医療費の軽減』が2 9.9%,『障害に適した住宅の確保』!〇. 2 %.『機能 

回復訓練の実施』ヨ鬣4 %。

身体障害者の福祉サービスにおけるニーズを障害の種類別にみると表8 9及び図16のとおりで 

ある。身体障害者全体ではrw得保雾充実jが6 4.1%ともっとも多くの者が・要望しておりゝつい 

で「医療費の軽減」蔦「障害に適した設備をもった住宅の確保」ゝ「機能回復訓練の実施」「介助 

体制の充実」ヽ「働く場の確保」などの要望が強い。障害の種類別にみるとゝ各障害の種類を通 

じて「所得保障の充実」が6 5 %程度の強い要望を示しているが、視覚障害者では「住宅の確保」

¢2 4.0%）、「介助体制の確立」（18.5%）ヽ聴覚障害者では「文化活動の援助」（15.4 %）v 

肢体不自由者では「住宅の確保」（21.1%）ゝ「介助体制の充実」（18.1%〇ゝ内部障害者で 

は「医療費の軽減」（4 6.6%）と障害の種類によってニーズが異なっている。

つぎに馬障害の程度別にみると表9 〇のとおりゝ「所得保障の充実」は軽度になるにしたがって 

要望する割合が若干低くをるが衍各級を通じてもっと高い。1• 2級の重度障害者で要望の高いの 

は「介助体制の確立」と「住宅の確保」であり、中。軽度障害者では「医療費の軽減」と「働く場 

の確保」を要望する割合が高くをっている。

表8 9 隱害の種類別にみた『現在、特に必要な褐祉サ5ビ只』の要望している割合

11111
70 —

6G 一

50 —

40——

30 一

20 —

図16障害の種類別にみた『現在も特に必要な福祉サービ久』 

の要望している割合 「

例凡

内

部

障

害
 

ご
。
：
：
;
一
肢
体
不
自
由- 

-
:-:
「
聴

覚 

障

害 

■:%4

視

覚

障

害

現は 特に必要を福祉サービスの種類 総 数 視覚障害 聴覚障害 肢体不自由 内部障害

専門的を機能回復訓練の実施 1 6.4 6.9 1 0.2 2 1.8 1 L3
病気にかかりやすいので医療費の軽減 2 9.9 2 4.2 2 3.6 ' 3 ・〇. 5 4 6.6
日常生活のをかで、かなりの介助が必要

}1 5. 8 .1 & 5 「• 9. 7 - 「1 8.1 7.9
をので介助体制の充実 J

能力に応じた職業訓練の実施 9.1 5. 7 m: 1 0.5 7.2
就労がむずかしいので鋪働く•場の確保 1,3.8 11.4 1 '1 4.9 1 3.3
障害に適した設備をもった住宅の確保 1 9. 2 2 4.0 1 2.3 2 1.1 11.3
年金などの■所得保障の充実 6 41 6 5. 9 6 4.3 6 3.3 6 5. 5
スポーツ®レクリエーション3文化活動に

}1 L3 9. 2 1 5.4 11.3 Z9
対する援助

結婚汇ついての相談活動 2.1 1.3 2.5 3.0 L8
その他 4.5 4.1 5.2 4 6 3. 6
無回答 1 7.5 1 5 7 1 9. 0 1 7.4 1 6.4

10 —

〇

希XO
:%V
H

.V

孑IX
滲
胆
冷K

円̂

^

^

^

^

機能回復訓

練の実施

医療費; 

の軽減

介助席制 

の充実

i

緩 H

B

鑿1
>

職業訓練の 働く場の 住宅の確保: 

実 施 確 保

文化活動の援 
助
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表9 〇 障害の程度別にみた『現在“特に必要な福祉サービ只Jを要望している割合

伺

現在ゝ特に必要な福祉サービスの種類 総数 111 1* 3級 4級 lU^jllij不明

専門的を機能回復訓1練の実施 1 6.4 1 54 2 2.0 1 7.4 1 5J 1 6.6 1 L4 1 2.7

病気にかかりやすいので医療費の軽減 2 9.9 2 0.0 2 4.9 3 0.8 3 6.1 3 5.3 2 7.8 3 9.9

日常生活のなかでゝかなりの介助が必要 }1 5.8 3 6.8 2 5.3 1 3.2 8.6 6.0 8.8
なので、介助体制の充実

能力に応じた職業訓練の実施 9.1 5.9 1 0.1 9.9 1 0.1 1 0.2 8.2 7.5

就労がむずかしいので働く場の確保 1 3.8 9.2 1 3.9 148 1 6.6 1 6.4 1 L8 11.4

障害に適した設備をもった住宅の確保 19.2 2 7.5 2 6.0 1 8.2 1 6.4 1 5.7 1 2.5 1 0.5

年金などの所得保障の充実 6 41 6 7.2 6 7.3 6 4.4 6 6.4 6 0.0 5 8.8 5 8.3

スポーツ。レクリエエション。文化活動 

に対する援助
}11.3 8.2 11.6 8.8 1 5.0 1 2.0 1 3.2 6.1

結婚・についての相談活動 2.1 1.8 4,3 2.2 2.8 2.5 0.9 1.8

その他 4,5 4.5 3.8 6.2 4.4 5.2 3.6 2.6

無回答 1 7.5 1 2.7 1 3.9 1 8.3 1 6.0 2 0.7 2 23 2 2.4

第3章用語の解説
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身体障害者福祉法施行規則別表第5号（第7条関係）

用語の解説

この調査における用語はつぎのように定義して用いている。

!障害の種類

m覺偉言・:飞力裁|上|停春;*融罷反殆育H翕珈^^注し 

ているものをいう。

s 肢体不自由;上肢切断、上肢機能障害、下肢切断、下肢機能障害及び体幹の機能障害

を有しているものをいう。

w 内部障害;心臓機能障害、呼吸器機能障害及びじん臟機能障害を有しているものを 

いう〇 ^

V 重複障害;上記の障害を複合して有しているものをいう。

2 障害の程度

・「・陰害の穆^^足^圖|界险詐!!牡也存!111懐討!*点し1111寂“1ね嚴 

「!BびII界誼暑族Hめら6展Wで—6际飲Iす£i喩 

の判定に精密検查を経なければ困難な者を「級不明」とし、これらの者を身体障害者としてま 

とめた〇

翹

另

攵

視覚障害

聴覚又は平衡機能|音声檢 
の障害 |能又ぬ

\ 肢体;
不 自 由 心臓,じん臓又は呼 

吸器の機能の$音雪!

聴覚障害
可舌諳唸 
聲の障i 上 肢 下 肢 体幹

心臓義 

能障雀

Mじん励 
$機能膺

紳吸器' 

を機能障

害
両眼の視力（万 

国式試視力表によ 

って測ったものを

!両上肢の機能を全廃しお 

もの

2.両上肢を手関節以上でク

-1両下肢の機骨 

を全廃したも1 
iillSiBiiiii

す体幹の族 
楼薩害!® 

妆坐ってい

劉心臓a 
:機能込 

ゝ障害仮

］じん備 

）の機嶽 

:の障冬

・呼吸器 

ヨの機能 
寻の障害

1 ある者については 

きょう正視力に二)

くもの の2分の1以上 
で欠くもの

:ることがて 

きないもG一
7よりg 
:己の:!

ヨによ上 

Hiii
）によ» 

:自己の

いて測ったものを 辺のEI身辺ヾ）身辺の

2いう。0下同じ。）
常生泪ョ日常与ミ日常生

の和が0.0!以下 活動力test勺活活動
のもの

極度攵:が極度こが極度
制限さ?に制腿农制限
れるも されこ,される

〇 もの もの
両眼の視力の和

が0.0 2以上0.0 4
両耳の聴力擔 

失がそれぞれ9（)
!両上肢の機能の著しい障 
害

!両下肢の機能:1体幹の

以下のもの デシベル以上の 
もの（両耳全ろ 2 両上肢のすべての指を欠

の著しい障害
により坐

くもの 2 両下肢を下腿 位又は注

2 31上肢を上腕の2分の1 
以上で欠くもの

41上肢の機能を全廃した 
もの

の2分の1以上 
で欠くもの

立位を探 

っことが 
困難衣も

級
の

2体幹の

■niiiiiiiiim;

機能障害 

により立 

ち上るこ 

とが困難 

なもの
両眼の視力の和 

が0.0 5以上0.0 8 
以下のもの

両耳の聴力揖 

失が80デシ7レ 
以上のもの（耳

平 
衡擾 

能の

機能又 

は言語

!両上肢のおや指及びひと 

さし指を欠くもの

2 両上肢のおや指及びひと

lllOireiilli 
パー関節以上で 

■iHitOaBiBl

「体幹の機 

tigBiii 
サ歩行が困

心臓の 

機能の 

這害に

じん臓 

の機能 

の障害

呼吸器 

の機能 

の障害 

により 
家庭内 

での日

3
介に接しなけれ 

ば大声語を理解 

し得ないもの）

籬め 

て著 

しい

機能の

E失

さし指の機能を全廃したも 

の

31上肢の機能の著しい障

21T■肢を大腿 

の2分の1以上 
で欠くもの

蠱なもの よち家 

庭内で 

■111

ilili 
家庭内 

での日

級

障害

4 1上肢のすべての指を欠
3 1下肢の機能

を全廃したもの
生活活 

動が著

常生活 

活動が

常生活 

活動が
くもの

51上肢のすべての指の機 
能を全廃したもの

しく制 

限され 

るもの

著しく 

制限さ 

gるも

箸しく 

制限さ・ 

れるも

!両眼の視力の 

和が0.09以上 

0.12以下のもの・

2 両眼の視野が

それぞれ5度以 
内のもの

1両耳の聴力 

損失がWデン 
ベル以上のも 

の（耳介に接 

しなければ話 

声語を理解し 1

音声 

機能又 

は言語 

機能の 

著しい 

障害

1'両上肢のおや指を欠くも 
の

2 両上肢の診や指の機能を 
全廃したもの

31上肢の肩関節,肘関節 
又は手関節のうち?いずれ 

か1関節の機能を全廃した 

もの

生1上肢の拐や指及びひと

!両下肢のすべ 

ての指を欠くも 

の

2-両下肢のすべ 
ての指の機能を 
全廃したもの

心臓の 

機能の 

璋.害に 

よひ社 

きでの 

日常生

じん腸 

Q機能 

の障害 

により 
社会で^ 

D日常

呼吸器 

Q機能・ 

の障害 

により 

社会で 

。日常

4
得ないもの）

2 両耳による 
普通話声の最

31下肢を下腿 

の2分の1以上 
で欠くもの

舌活動 

が著し 

〈制限

主活活 

勒が著 

しく制

主估痣 

動が著 

しく制.
良の語音明瞭 さし孑旨を欠くもの 4!下肢の機能 される］艮され 浪され
度が5 〇パー 51上肢の折や指及びひと の著しい障害 もの.るもの るもの
セント以-F,の さし指の機能を全廃したも 51下肢の股関

級 もの の 節又は膝関節の
i5 ぢや指又はひとさし指を 機能を全廃した

含めて1上肢の3指を矢く もの
もの 6丄下肢が健側
7おや指又はひとさし指を に比して10セン
含めて1上肢の3指の機能 チメートル以上
を全廃したもの 又は健側の長さ

15再や指又はひとさし指を の;W分の!・以上

含警て!■上肢の4指の機能 
の著しい障害

短いもの
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3 障害の原因

障害の種類ごとにつぎの原因を記載することとしたが、原因が2以上ある場合には主な原因一つ 

を選んでいる。

:同一の匏にっいて二つの重複する障害がある場合を,1級うえの級とする。ただし,二つの重複する障害が特に本

1両眼の視力の 
和が0.13以上 

0.2以下のもの
2 両眼の視野が 

それぞれ1〇度 
以内のもの

3 両眼による視 
野の2分の1以 
上が欠けている 

もの

1

V

平 
昏機 
总の 

fし 
c障

両上肢の务や指の機能の1 
著しい障害21上厳の肩関節2肘関節 

又は手南節のうち?いずれ#1裔器の機能の著しい障;

3 ロ1上肢の拎や指を欠くも

の '
4 '1上肢の浴や指の機能を
5全牡蕊?や指及び吐 

さし指の機能の著しい矍寮

6 务や指又はひとさし指を

含めて1上肢の3指の機能 

の著しい障害 一-

.1下肢の股関' 
節又は腫関節の做 
機能の善しい障區 

害
>1下肢の足厦 
節の機能を全廃 

したもの
51下肢が健側 

に比して5で丫 
チメートル以上

101HiJiBBBI 
の;15分の1以上 
短いもの

体幹の機 

2の著しい 
事害

1眼の視力が
0.02以下，他眼の 
視力が〇-6 2!下谿 
もので？両眼の規 

力の和が0.2を超 
えるもの

カ
シ
も
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損
ベ
の
一
距
れ
理
も
カ
ツ
他
損
ベ
の

1 1上肢のお・や指の機能の 
著しい障害

2 ひとぎし指を含めて1上
肢の2指を欠くもの 1

3 ひとさし指を含め工1占 
肢の2指の撮能を全虜した 

もの

1 1下肢をリス
フラン関節以上 
で矣くもの

21下肢の足関 
I!節透機®a著楼 

い障害

支

11上肢の機能の軽度の障

2 ロ1上肢の肩関節,肘矍更 
又は手関節のうち,いすれ

軽度の障

3 ロ!上肢の手指の機能の軽 

度の障害
4 ひとさし指を含陀て1占 
肢の2指の機能の者しい陣

51上肢のなか指、くすり 

指及び小指を欠くもの

61上肢のなか指,くすり 

指及び小指の機能を全廃1 
たもの

!両下肢盘芝べ 
ての指の機能の 
著しい障害

21下肢の機能 
の軽度の障害西

31下肢の股関 
節,膝関節又は 
足関節のう話シ 
いずれか1関節 

:の機能の軽度の 

障害

41下肢のすべ 
ての指を欠くも

'51下肢のすべ 
丿ての指の機能を 
全廃したもの
61下肢が健側 

に比して3击¥ 

又は健側の長早 

の20分の1以上 
短いもの

J

表中に指定せられているものは,該当等級とする。

2 肢体不自由においては,7級に該当する障害が2以上重複する場合は，6級とする。

3 異衣る等級について2以上の重複する障害がある場合については,地方社会福祉審議会の意見を聞いて定めるものと 

111111111111114 「指を欠くもの」とは,おや指については指骨間関節,その他の指については第1指骨間関節以上を欠くものをいう。

5 「指の機能障害」とは,中手指節関節以下の障害をいい,存や指については,対抗運動障害をも含むものとする。

6 上肢又は下肢欠損の断端の長さは，実用長（上腕に抄いては腋窩より，大腿に拐いては坐骨結節の高さより計測した 

もの）をもって計測したものをいう。

7 下肢の長さは,前腸骨煎より内くるぶし下端までを計測したものをいう。

(1) 交通事故; 自動車等陸上の交通機関による事故

⑵ 労働災 害; 業務上の事由によって生じた負傷ヽ疾病

⑶ その他の事故; 海難事故、航空事故、風水害ゝ火災衍自傷ゝ他傷、過失などによる事故

⑷ 戦傷©戦病; 軍人衍軍属であった者が戦争業務中にうけた傷病

⑸ 卓1:1111 災; 「空Bi原舷き齢によ"釦!!：：1111：

⑹ 感染 症; 結核性股関節炎ゝ連鎖球菌性骨凑炎;5ポリオ等の疾恵

⑺ 中S性疾患; 医薬品およびアルコTへ水銀、カドニウムゝヒソゝ一酸化炭素等による疾患

⑻ その他の另1®.； 骨肉腫、糖尿病、クル病冷脳出血為気管支喘息ゝ推間板ヘルニア等

〔6八（7）以外の疾患

(9) 出生時の損傷; 鉗子分娩等による脳神経系の損傷等

0¢ そ の 他; （1）〜⑼に分類することができないもの

01) 不 明; 何に起因するか不詳であるもの

4 障害の疾病名

障害の原因となった疾病名をいい、疾病が2以上ある場合は主な疾病名1つを選んだ。

（1）脳性マ匕、（2）脊髄性小兄マ匕、⑶ 脊髄損傷

<4）進行性筋萎縮疾患;筋萎縮性側索硬化症、脊髄性進行性筋萎縮症為神経性進行性筋萎 

縮症、進行性筋ジストロフィー症等

（5）脳血管障害;脳出血ゝ脳血栓症、・脳軟化症等

¢6）骨関節疾患;細菌性関節炎ゝ非感染性骨壊死症、骨髄炎等

（7）リウマチ性疾患;リウマチ性関節炎笃悪性関節リウマチヽリウマチ性心内膜炎等

:®・丰I俟就;II!喜!!僉占^^坯命 

鎖を含む）

（〇）内耳性疾患;内耳炎等の感音系難聴及び神経性難聴の原因と朮っている疾病（突発

Ctt角 膜 疾 患;結核ゝ梅毒ゝ栄養失調及ぴ角膜軟化症による角膜疾息（ベーチェット 

病・シェ'-グレン病等を含む、）
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（11）水晶体疾患;先天性白内障ゝ老人性白内障等

0¢網脈絡膜◎視;未熟児網膜症、結核' 梅毒による網脈絡膜炎寫網膜色

神経系疾患 素変性症、糖尿病、高血圧等による眼底疾患及びベーチヱット病、多

発性硬イ匕症ゝサルコイドージスゝスモンゝ視神経萎縮等の疾患

じんot疾患;慢性系球体腎炎、腎機能不全、ネフローゼ症候群、腎硬『施、慢性腎う腎炎等 

的 心臓 疾 患;冠状動脈硬化症、心筋硬塞症、僧幅弁膜症、大動脈弁膜症、（突発性） 

心筋症、ファロ ー四徵候症等

乜3：11反誇疥竄;r敲「IIB基:気管支輔基!liB血は11110齢：1111

¢5そ © 他;上記の（1）（15）0いずれにも該当しない疾患

5 治療•機能回復訓練または職業訓練

(1) 治 療; 身体の障害を除去ゝ軽減するための専門的治療（入エ透析療法を含む） 

をいいゝ単なるかぜなどの一般的左医療を除く。

⑵ 機能回復訓練; 理学療法、作業療法、職能訓練、言語訓練及び視能訓練をいう。

⑶ iBiii
訓練; 職業につくための訓練をいう〇

S 過去勺年間の病気のための受療弑況;身体の障害を除去5轻減するための專門的治療（人 

工透析を含む）以外の一般的な医療の受療をいう。

7 世帯構造

¢1）学 独 世帯; 世帯員が｝人だけの世帯をいう。ただし住込みまたは寄宿舎》寮に・居 

住する単独世帯は除く。

¢2）夫婦のみの世帯;世帯主とその配偶者のみで構成する世帝をいう。

（3） ラミ婦と呆婚の子のみの世帯;夫・婦と未婚の子のみで常販する世帯をいつ〇

（4） 片親と来堰の子のみの世帯;乂規と未婚の子のみのば もしくに母魂と未烂め子のみ

の世帯をいう〇

（5） 三世代世帯;親•子®孫のいる世帯をいう。親⑦子T崇の八る世帯には笃たとえば需

父母がいる世帯も含まれる。

¢■8）その他の世帯;上記⑴〜⑸以外のすべての担帯をいう。

8 世帯類型

(1) 高齡者世帯 ;男6 5歳以上・女6 〇歳以上の者のみで構成するか・,またはゝこれ

に18歳未满の者が加わった世帯をいう〇

⑵ 母子世 帀 ;死別。離婚その他の理由で寫配偶者のない2 0歳以上6 0歳未满の

女と20歳未満のその子（養子を含む。）の崔帯をハう。

⑶ 竺子堂
士 
衍 ;死別®離婚その他の理由で》配偶者のいない2 0歳以上6 5歳未满

の男と配偶者のない2G歳未满のその子（養子を含む。［のみで構成

している世帯をいう。

⑷ その他の世蒂 ; 上記（1）〜（め以外のすべての世帯をいう。

9 雀帯業態

耕地面積により世帯を0. 3ヘクタール（北海道では0. 5ヘクタール）以上の世帯と、〇, 3ヘクタ 

ール未満の世帯に分け、さらに次のように分類した〇

耕地面積0. 3ヘクタール未満の世帯（以下雇用者。自営業者等の世帯という。）

〇）雇用者世帯;最多収入者がゝ他に雇われて賃金。俸給等を得ている世帯をいう〇 

⑵ 常雇者世帯;最多収入者が、・1年以上で雇用期間に別段の定めがなく他に雇われ 

ている世帯をいう。

（3）会社お団体等の役員;最多収入者がゝ会社◎団体ろ公社等の役員（重役,理事等）をして 

いる世帯をいう。

（めー般常雇者世帯;最多収入者が鴛1年以上で雇用期間に別段の定めがなく他に雇われ 

て賃金®俸給等をもらっている世帯をいう。な诒ヽこの世帯を最多 

収入者の勤め先（企業'）の雇用者規模により次のとおり3区分した。 

この場合ゝ官公庁に雇われている者の世帯は〔1000人以上〕の区 

分に含めた〇

雇用者規模3 ©人未満 雇用者規模胡~◎お人 雇用者規tnooo 官公庁

⑸ 鞠時蘆用者世帯;最多収入者が、1カ月以上1カ年未満の契約で他に雇われている世帯をいう。 

⑸ 日屢労勘者世帯;最多収入者が、日々または1力月耒满の契約にX;って嘻われている崔帯をいう〇 

CO目営業者世帯;最多収入者が '・農業以外の自営業を行っている世帚をいう〇

（め その他の世帯;最多収入者が、⑴〜⑺に該当し衣い世帯をいう。したがってゝ最釦寂入者が 

まったく働いていない世帯ゝ家賃。利子。配当3年金3恩給で収入を得ている世帯が含まれる。 

耕地面積0だヘクタール以上の世帯（以下 農耕世帯という。）

■ Q）専業世帯;農業だけをやっている世帯で、世帯員の中に農業以外の自営業者及び雇用者の 
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まったくいない世帯をいう。（耕地面;債が0.3ヘクタール以上あるがまったく働いていない 

世帯、家賃。利子。配当。年金®恩給等で収入を得ている世帯も含まれている。）

D兼業世帯;農耕世帯で、世帯員の中に常雇者、臨時雇用者、日雇労働者および自営業 

者が;!人でもいる世帯をいう。

電線架線エヽ陶磁器エゝ畳職、洗濯工、洗張り職、井戸掘り職ゝ鍛造エヽ圧 
延工、製鉄製鋼エ、鳶職、土工ゝ道路工夫等

! 〇 そ の 他 画家、歌手、脚本家、神職、カメラマン、職業野球選手等

12 就労日数;収入を得るために働いた昭和5 5年］.月中の就労日数をいう。この場合、時 

間の長短にかかわらず就労した事実があればゝ1日の実日数とした。

10 住宅の種類

（1）持ち家;居住している世帯が所有している住宅。

¢2）公営住宅;都道府県街市区町村が所有又は管理する賃貸住宅で、。r（4）給与住宅」でない

もの〇 *

¢3）公社。公団住宅;日本住宅公団や都道府県。市町村の「住宅供給公社」。「住宅協会」。 

「開発公社」などが所有又は管理する賃貸住宅で「⑷ 給与住宅」でないもの。なお為雇用 

促進事業団の移転就職者用宿舎もここに含める。

（4） 給与住宅;社宅も公務員住宅などのように、会社、団体ゝ官公庁などが所有又は管理して、 

その職員を職務の都合上又は給与の一部として居住させている住宅。この場合、家賃の支払 

いの有無を問わない。

（5） 民営借家;国。都道府県。市町村。公団。公社以外のものが所有している住宅を借りてい 

る場合（賃貸アパートを含む。）で、「⑷ 給与住宅」で衣いものをいう。

（6） その他;上記（1）〜（5 ）以外の住宅

1! 職業;つぎの内容例示によって分類した。

なお、二つ以上の職業についている場合はゝ労働時間の長い方をゝ時間でわけがたいとき 

は収入の多い方を記入し、労働時間と収入でもはっきりしないときはゝ本人の判断によりい

〇 一 「 .— 「 比

1
農業従事 
林業従事 
漁業従事

2 採鉱〇採石従事

3
運谕従事 
通信従事

4 事務従事

5 管理的事務従事

6 販売・サービス 

従事

8
専門的®技術的 

職業従事

9. 製造従事

農耕作業者及び家族従事者、農耕、養蚕及び畜産賃金労働者、畜産作業巻及 

び家族従事者、植木職及び造園師、猟師ゝその他の捕獲人ゝ漁業者、潜水漁 
夫、水産養殖従事者、漁船の船長及び乗組員、伐木夫、運材夫、植林及び手 

入夫、林産物生産採取人、炭焼製薪夫等

抗外夫、採鉱及び採石労働者、抗内夫、石切出夫ゝ土砂採取夫等 

バスゝ自動車及び電車運転手、電気機関車蓬窑t及びその助手;・蒸気機蘭「車 

運転士及びその助手、水夫及び甲板部員、無線通信士、船舶無線電信士ゝ有 

線通信士、電話交換手等 _
会計事務員、駅員、速記者、筆耕者、給仕、タイピスト、郵便集配人、集金 

人、車掌、その他の事務従業者等
会社社長、販売部長幕市長、人事課長、小売店経営者（接客。販売に直接従 

事しない場合）、映画館経営者組合理事ゝ工場長等 ―

お手伝い及び家庭使用人、個人家庭の派出婦、守衛霸監視人、踏切番爲その , 
他の保安サービス従業者、理容師ゝ美容師冷浴場従事者ゝエレベーター係・携 
帯品預り人、娯楽競技場の従業員為赤帽ポーター、掃除人、ガイドゝ葬儀屋ゝ 

料理店。旅館及び寄宿舎の従業員等
内科医•師、歯科医師、薬剤師、看護婦、あんま師、採炭技術者、合金技師、 
工作機械組立技師、電気工事技術者、教員ゝ洋裁学校講師ゝ弁護師ゝ会計士等 

日雇労働者、自動車鉄道車輛。船舶及び機械の組立エ及び修理工、鋳造エヽ 
装蹄師、熱処理工、鉄工、製缶工、鉛:E、配管工、工具金型エゝ鉄金工*非 

金属繚エ、大工、指物職、木製家具職、製材工、合板工、桶樽職、木材。 

木製品作業者為精穀ゆ製粉工、屋根職、左官、煉瓦、コンクリート。タイルエ、

13 収 入;仕事に従事することにより昭和5 5年1月の2か月間に得た本人の俸給、賃 

金などの勤労収入（稅金や社会保険料の差し引かれる前の金額）をいう。 

農業ゝ物品販売業をどのように月によって現金収入の変動の激しい場合は冷「 

前年（昭和5 4年:1月〜12月）1か年間における月平均収入額とした。 

なおゝ財產・収入、他からの仕送り、公的年金ゝ預貯金引出しなどによる収入 

は含まない〇

14課税状況（世帯の》

¢1）所得税;昭和5 3年分の課稅状;況による。

1） 課税されている世帯;所得税を課税されている者が1人でもいる世帯をいう。

2） 課税されていない世帯;所得税を課稅されている者が;!人もいない世帯をいう。

¢2）市町村民税;昭和5 4年度市町村民稅の課稅の状況による〇

1） 所得割を課税されている世帯;所得割を課稅されている者が1人でもいる世帯をいい、

均等割を課稅をされている者の有無を問わない。

2） 均等割のみ課税されている世帯;均等割のみを課稅されている者のみの世帯であって、

他に所得割を課稅されている者が1人もいない世帯をいう。

3） 課税されていない世帯;市町村民税の課稅をされている者が1人もいない世帯をいう。

15日常生活用具の種類

（1） 盲人用テープレコーダー®時計◎カナタイプライター;視覚障害者が使用しうるもの

（2） 聴覚障害者用サウンドマスター;音。音声および言語を視覚。触覚で知覚できるもの

（35聴覚障害者用目覚時計;震動により知覚できるもの

（4）聴覚障害者用屋内信号灯;来訪者の呼び出し等を光の点滅により知覚できるもの

¢5）肢体不自由者用浴槽;障害者が容易に使用しうる洋式浴橹またはこれに準ずるもの

（8）肢体不自由者用湯沸器;障害者が容易に使用しうるもの

¢7）肢体不自由者用便器;洋式便器窗便座等障害者が容易に使用しうるもの

（8） 肢体不自由者用特殊便器;足踏ペタルで温水ゝ温凰を出しうるもの

（9） 肢体不自由者用特殊寝台;使用者の頭咅陆よび脚部の傾斜角度を個別に調整できる機能を有

するもの

0®電動タイプライター;言語。筆談等による意志の伝達が困難な言語および肢体の複合障害 

者が容易に使用しうるもの
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